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はじめに
　日本の産業構造は，1960年代以降急速な高度経済成長期を迎え，農業を主とする第一次産業から重
化学工業や電子工業によって象微される工業化への方向へ画期的な転換を遂げた。この経済発展は国
民の総所得を伸長させ，いわゆる豊かな国民生活を実現させて，戦前の貧しかった時代には想像も及
ばぬほどの豊かさを達成し，現在の日本は繁栄を誇っているようにみえる。しかしその陰に日本の農
村が次第に活力を失って，停滞化し，荒廃してきていることは見逃してはならない。換言すれば，現
在の日本経済の繁栄は過疎の農山村の犠牲の上に築き上げられたといってよいであろう。日本の経済
発展は，農業や農村を犠牲とし，踏台として展開してきたという点は十分に注目する必要があろう。
その停滞化の大きな傾向の一つが「過疎」である。
　最近では，各種の過疎対策事業の成果が上がり，巨大な集会所，夜間照明つきの運動揚そして舗装
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された道路など各種の施設面では整備充実した過疎地域が多くなってきた。そして，このゆえに過疎
化の現象は，最近は鎮静化してきたとして，次第に見向きもされなくなってきたように感ずる。しか
しこれで問題は解決したのであろうか，これで本当によいのであろうかという疑問が生ずる。現在も
なお過疎地に残された高齢者が死亡して人口が減少する第二次の過疎化の傾向はすでに多くの人から
指摘されている。さらには農産物の生産調整や輸入自由化による農業の不振にもとつく第三次の過疎
化の進行も指摘されうる。このような現段階において本稿では，過疎化の進行の要因とプロセスを改
めて考え直し，この視点から現在までの過疎対策について施設や基盤などのいわゆるハードな面の整
備と並んで，住民の集団組織や地域文化の再建などのソフトな面の重要性を強調したい（’）。
　かくて，この研究のポイントとなる問題は3つある。第1は，「過疎」の概念規定とそのような「過
疎」をもたらした要因の探求である。第2には，活力を失い停滞化していった過疎市町村における地
域振興そして地域活性化の方策の検討である。第3に，そのような地域振興方策が集団組織といかに
関わり，集団活動を展開していったかという問題から地域活性化の方策における集団組織の意味を考
察していきたい。そのためにその事例として若干の過疎地域における集団の組織と活動の実態と傾向
を探索していきたい（2）。
第1章　過疎化の要因と地域振興の方策
　（1）過疎の意味
　1ヨ本の農村では，一部の都市近郊の農村を除いて大部分の農村地域が昭和30年代の後半から40年代
にかけて，すなわち高度経済成長の時期以来激しい人口減少の現象に見舞われた。そしてこの急激な
人口減少の現象は通常「過疎」と呼ばれる事態を引き起こし，また人口が急激に減少した地域は通常
「過疎地域」とよばれている（3）。
　過疎現象は人口の減少をもって一応の目安とされることが多いが，しかし過疎は単に人口減少のみ
を指しているのではない。過疎は，急激な人口減少の傾向によって引き起こされるが，人口減少にと
もなう地域社会体系の崩壊，さらには地域社会そのものの消滅の現象と解すべきであろう（4）。すなわ
ち人口の減少が進んでいくと終局的には地域社会を崩壊させる事態にまで陥るプロセスとみなすべき
であろう。
　（2）過疎化の段階
　過疎を人口減少によって引き起こされる地域社会の崩壊のプロセスとしてとらえるならば，それは
「過疎化」と表現されうるであろう。そしてプロセスとしての過疎化は人口の減少の程度によって，
いくつかの段階があると考えられる（5）。
　地域社会における人口減少の第一段階は過剰な農村人口を排出して，適正規模化を求める傾向と捉
えることができる。戦前の目本の農村では農業経営の規模は極端に零細であって，しかもなお潜在的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一168一
　　　　　　　　　　　　　　　　　第30巻第1号　1991年10月
過剰人口と称される過剰人口が存在していた。都市に産業が発達すると，農業に直接関係のない次三
男や女性を都会に排出して，適正人口化を求めようとする傾向がみられる。また農業に技術革新が進
むと，農家は従来よりももっと広い農地を耕すことができ，規模拡大が経営の目標となる。このよう
な時に流出する農家があると，その耕地を獲得して規模を拡大していく傾向が，例えば，アメリカ合
衆国や北海道の一部にみられる。この場合の人口減少は，むしろ適正規模化とでも称すべきで過疎と
いう表現は必ずしも適当ではないであろう。
　人口減少の第二の段階は，ある地域社会の適正規模を超えてさらに人口減少が進むと，在来の産業
における基幹労働力まで放出して，これがかえって地域の資源の有効な利用を妨げ，地域基盤の不整
備の状態が現れてくる。これは過疎と呼ばれるべき段階に入ったことを意味している。わが国の高度
経済成長期以後の多くの農山村がこの状態を示している。若い人の流出・挙家離村などの人口減少が
続くと残された田畑は買い手がつかぬままに，残った農民が条件のよいところだけ借り受けて，耕作
するので，若干の規模拡大は行われるが，条件の悪い耕地は放置され，林地となるか荒廃地となって
いく。また，労力不足で，植林や間伐も十分に行われなくなり，山林も荒れる。また社会的費用の負
担者が減ることによって，医療，教育，消防等の機能も喪失して，地域社会の公共活動もその機能を
縮小し，低下せざるをえなくなる。
　人口減少の第三段階は，地域社会の人間関係が分離し，孤立化し，社会的連帯を失って行くと同時
に，人間行動の基準となっていた価値や規範の体系の根拠であった地域文化を枯渇せしめ，社会的統
合の基盤をも崩壊させる事態である。従来成立していた集団活動も人口減少の故に維持できなくな
り，仲間がいなくなってしまうと，村に残ったものも嫁の来手がいない，後継者が育たない，老後の
保障がない，というように前途の希望を失って，地域社会の統合の基盤がなくなってしまう㈹。
　このようにして，過疎の第4のそして究極の段階は地域社会そのものの崩壊という事態に至るので
ある。
　（3）過疎化の要因
　次に，このような日本の農山村の大部分を過疎の状態に導いていった主要な要因を考えていきた
い。この場合，通常，用いられる方法は，プル要因とプッシュ要因すなわち地域の外側から人口を引
っ張っていく外的要因と地域の内部の要因によって人口を排出する内的要因という視点からとりあげ
る方法が有効であろう。
　過疎化の外的要因の第一は目本経済の高度成長期に，地域間の不均等発展を生じ，先進地域と後進
的地域との問に地域間格差を生じ，遅れた地域が切り捨てられていったことによる。特に昭和30年
（1955年）ごろから後，日本経済は高度成長の時期を迎え，産業構造は重化学工業化および電子工業
化の方向へ画期的な転換を遂げた。その後，国際貿易における輸出の好調により多額の黒字に支えら
れてさらに日本経済は伸びてきた。そして経済の発展は国民の総所得を増加させたが，日本の地域的
発展は全国一様に進んだわけではなく，経済の成長の場となった先進地域と成長から取り残された後
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進的地域との間には地域問格差を生じ，地域間の不均等発展を生じ，地域間の就業構造や労働力の需
給関係に変化を起こし，人口や労働力の地域間移動を促進して，農業から他産業への大量の労働力の
移動，農村から都市への膨大な人口の流出という現象が生じ，多くの日本の農山村を過疎地域として
しまった。
　第二の要因は農業の中に存在する。古い型の日本の農業は，稲作を中心にそれに養蚕などの若干の
換金作物を配して半自給的な農業経営を行ってきたが，生産力は低く，必ずしも十分な農産物の生産
がえられなく，常に農産物の豊作が希求された。しかし現在の農業は，構造改善事業や農地の基盤整
備が進み，生産の技術が発展したことにより，生産性が向上し，それに加えて外国農産物の輸入自由
化の枠が次第に拡大されてきて，これが日本の国民の食生活の変化と相まって，日本の食糧生産の自
給率が大幅に低下し，コメをはじめとする各種の農業生産物は生産過剰の問題を生じてきた。そして
1970年代以来，稲作の生産調整，水田利用再編の政策が実施されてきた。これによって稲作中心の作
物体系からそれ以外のいくつかの作目を導入した複合作物体系への転換が行われているところが多
い。しかしこのことは農民に対して日本農業の将来に暗い陰影を投げかけ，農業の将来に不安感を持
ち，農業から他産業に転換し，やがて農村からも離れていき，過疎へ導いていった。
　内的要因の第一は，地域内において，収入を確保する道が少なくなってきたということである。農
山村でも自給自足性を失って，商品経済の渦中に巻き込まれてきたにもかかわらず，それを保証する
現金収入の道が確保されていないことである。かつて農山村の収入源であった農業，林業，炭焼き，
雑穀栽培，木工などがふるわなくなって，それに代わる収入の道が見いだせないまま現在に至ってい
る村は非常に多い。そして生活の質の向上により従来より一層の現金収入を必要とするにもかかわら
ず，一部の都市近郊の農村のように企業誘致に成功したところでは農家の兼業化によってそれに対応
できたのであるが，多くの農山村では対応できかねて停滞化し，過疎の状態に陥るのである。
　第二には農村住民の生活体系の変化・生活の質の向上が要求されるようになってきたにもかかわら
ず，農山村はこのような施設が比較的貧弱である。生活体系の変化は，1965年以降日本のモータリゼ
ーションの勢いは激しく，農村地帯においても道路を初めとする交通体系の整備の必要を生じた。ま
た，生活の質の向上は道路や上・下水道等の生活基盤の整備を必要とした。さらに，余暇時間の増大
による生活構造の変化は農村公園や運動場などの設備，さらに福祉関係の施設も要求されるようにな
ってきている。しかしそれにみあう設備投資が伴わないのである。これによって農山村住民は都市の
住民との格差意識をもち，向都現象を生じてくる。
　第三には，農山村の伝統的な文化が否定を受け，村落民を結び付ける連帯性が弱化してきたことで
ある。昔から伝承してきた民俗芸能，冠婚葬祭，宗教的行事，講など，年中行事や人の一生を区切
り，結節する各種の行事は，人々を仲間としてその土地に引き付けておく強力な紐帯であった。例え
ば，盆踊り，祭礼のような行事は高度経済成長期に若者がいなくなったという理由で廃止されたとこ
ろが多いが，このことはさらに人々のその郷土社会への帰属意識を弱め，過疎へ急傾斜していく要因
となる。
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　④　地域振興の方策
　過疎化によって停滞的傾向を示してきた日本の農山村は，1970年の過疎対策法，1980年の過疎振興
法，そして1990年の活性化法という法律に基づいて，20年あまりの過疎対策が講じられ，第一次の過
疎は，1975年以降はやや沈静化してきているようにみえるが，現在では第2次，第3次の過疎の進行
が指摘される。このような過疎を解消し，地域を活性化していくためには次の5つの局面が考えられ
る。
　その第一は，従来の地域計画の目標を再検討することである。これらの諸局面の中心には地域活性
化の目標ないし理念が位置するであろう。地域の活性化のためには，まず，地域社会の建設の目標を
再検討しなければならないであろう。例えば，高度経済成長期の合言葉は「豊かさ」の追求であっ
た。しかし「豊かさ」の追求は逆に過剰をうみ，さらには精神的なもの・実質的なものの貧困ともい
うべき「新たな貧困」を生じてきた。そこで現時点においてはこれを見直して，「美しい村作り」，
「生活の向上」ないし「総福祉の追求」というような新たな地域社会作りの目標が再検討されなけれ
ばならないであろう。
　第二には，地域の資源を有効に活用し，利用し，住民に収入獲得のチャンスを増加することであ
る。現在の過疎対策は，その地域の農業を初めとする地域産業の振興によって地域住民の就業機会を
増加して過疎状況を除去することがもっとも重要であることはいうまでもない。その農村社会の生活
の基礎資料を提供すべき産業構造の再編である。特に稲作を中心にした従来の「村農業」から多くの
作物を統合する「地域農業」への再編が問題となる7）。また，輸入農産物の圧力により国内産の主要
農産物は米をはじめ，生産の過剰に悩んでいる1970年代末から1980年代の初期において，わが国の国
民のふるさと志向，手作り志向が高まっていく中で，地域の特性に応じて地域の資源を有効に利用し
て，地域経済を活性化しようとする「地域産業興し」の運動が盛んになってきた。このようにして地
域産業の振興に関しては，過疎地域の各地で一村一品運動，地域特産物，　1．5次産業運動などのよ
うに，地域の特産物を見直し，農業生産物を加工して付加価値を与え，それを市場に乗せるという地
域産業振興の方策が講じられてきた。このような若年労働力が確保できうる地域産業の確保が健全な
地域社会の建設にとって必要不可欠であろう。
　第三に，地域の環境・基盤を整備し，各種の施設を充実することである。特に地域基盤としての土
地利用体系の整備計画である。地域の基盤としての土地は，農用地・林用地・工場用地などを通じて
の生活資料の供給，道路・水路・通信機関などの生活基盤，施設・住居の配置，緑地・公園・運動場
などのレクレーションの場というような諸機能が有機的に連関して土地利用体系をなしている。そし
てこの体系は，新な生活体系に対応するよう調整・整備が必要であるし，計画が必要となる。過疎対
策法および過疎振興法の時代を通じて交通条件や生産基盤，生活環境など地域の基盤の整備はかなり
進んできたといえよう。例えば，北海道上，国町において過疎対策法および過疎振興法前期計画で実
施した主な事業は，町道および農林道の整備，簡易水道の新設，町民体育館の建設，国民体育館の建
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設，国民温泉保養センターの建設，コミュニティ・センターおよび就業改善センターの建設のような
地域産業の振興並びに社会生活環境の整備に大きな成果があげられ，また，国道，道道，漁港も整備
された。さらに，役揚庁舎，高等学校，特別養護老人ホーム，福祉センター，生活館，老人福祉セン
ター，児童館，保育所，等も新設された。そして過疎対策法によって，隣接町との広域事業として学
校給食，消防，し尿ゴミ処理の各事業が実現した。
　このように過疎と停滞を打ち破るために，各地の過疎地域は地域基盤の整備に関して数々の施策が
行われてきた。しかし仔細に観察すると問題となるべき点は多い。その一つは，設備施設がその地域
の中核集落に集中する傾向である。また，道路に関しても，かなりの部分が舗装されて，改良されて
いるが，古くからの道路をそのまま利用したものが多く，狭く曲折したものが多い点も注意されるべ
きであろう。
　このような意味で，基盤整備の実効はまだ十分に上がっているとはいえないし，これが直ちに過疎
や停滞を解消する手段とはならないかもしれないが，この様な施策を積み重ねて行くことによって，
やがて地域の活性化の第一歩を踏み出していくものと受け取れるであろう。
　第4に，地域の人間関係を調整し，集団の組織化をはかることである。新しい社会関係の建設であ
る。特に重要なのは過疎によりばらばらに分解を起こしてきている地域住民の連帯性の回復である。
従来の農村の社会関係は封鎖された共同体的関係であったが，新しい人間関係は，開かれた任意性を
もった合理的で，しかも民主的な社会関係が必要とされる。この様な社会関係を基調とした地域組織
の再編が要求されているのであり，新しいコミュニティの建設が必要とされるのである。
　第5に，新しい行動の原理としての価値体系ないし地域文化の確立である。そのためには例えば，
地域の民俗芸能・祭り・年中行事・各種の制度慣行など伝統的の地域文化をもう一度検討し，それを
国際化時代に即応するように再編し，地域社会の社会的統一性の基礎とすることが必要であろう。地
域の伝統的文化はその地域の財産である。特に幼少年時代に身につけた郷土の文化は成人になり，他
の所へ出て行った人に対しても根強くそのパーソナリティに影響を持つ。そして地域文化は分散した
人々を再結集する中核ともなる。この故に地域文化回復の運動，ふるさとづくりの運動は過疎地の地
域振興の重要な柱となる。
　しかしながら，特に過疎地域は極端な人口流出によって，神社の祭りや盆踊りもやめた，古くから
の民俗芸能も伝えるべき人がいなくなったというように，その地域の持っていた伝統的文化が損なわ
れてしまって，現在なおそれが回復できていないところは多い。
　現代の農村には，現在，その地域性に合致する伝統芸能，口承伝承，年中行事などがまだ少しは残
っている。その農村文化は，現代の生活様式の変化に伴い，その様相を変えつつある。それらの文化
が農村に暮らす人々にとって，どのような意義を持っているのか，また方向性を見きわめることは重
要である．。
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　⑤　過疎地の地域振興における集団活動の意味
　地域活性化の諸方策のうち特に重要なものは過疎によりばらばらに分解を起こしてきている地域住
民の連帯性の回復にあるとおもう。現時点における過疎地域の過疎からの脱却の方策は地域産業を振
興して地域の資源を有効に利用することにあることはいうまでもないが，そのためには人口減少によ
ってばらばらに孤立化した住民たちを再び横にっなぎ，新たな社会的結合をはかることである。過疎
地域における過疎対策として各種の集団活動の持っ意味は非常に大きいと思われる。ここでは過疎地
の地域振興における集団活動の意味を考えてみよう（8）。
　農山村における集団活動は，古い型の集団活動から新しい型のそれへの転換期にあるとみなされよ
う。ここで古い型の集団活動は，戦前における日本の農村に典型的にみられるような，封鎖的共同体
的関係を特徴としている。それをまとめてみると，次のようになるであろう。
　第一は，村落の内部に凝集されているものが多かった。部落会・農家実行組合をはじめ，氏子集
団・宮座・水利組合・各種の講i・同族団・葬式やまつりの組・若者組・娘組・子供会など多種多様な
集団がほとんど村落内部で組織され，村落内部で活動したものが多い。
　第二は，このような集団の加入脱退の任意性が比較的少なかったことである。ある集団に加入する
資格や条件を持った人は，その人の意志いかんにかかわらず，わずかな例外を除いて，加入するのが
原則であった。また逆にいったん加入すると基礎的条件や資格が変化しない限り，脱退は簡単には許
されなかった。この意味で古い型の集団は閉鎖的な特徴を持っていた。
　第三には，古い型の集団は伝統的な性格を持つものが多かった。それは，起源がはっきりしないと
いうこと，運営が伝統的な慣習によるものが多く，成文化された規約や規則によって運営されるもの
は少なかった。
　戦前には，このような特徴を持った各種の集団が複雑にからみあって組織され，村落の主たる産業
である農業の管理保全，生活環境の基盤整備，人間関係の調整そして伝統的文化の維持保全という機
能をはたし，村落社会を統合し，持続させてきた。
　この状況が，戦後特に，高度経済成長期以降になると大きく変化してくる。交通通信機関の発達特
に自家用車と電話の普及は住民の生活空間を拡大し，空間的移動と連絡を容易にし，集団の組織範囲
を拡大した。また種々な商業的農業の発達，兼業農家の増加は村落の内部に異質者を増加させ，一方
では，例えば，自治会の再編のような異質的な構成要素を組織する複合社会の原理を発達させ，他方
では特定の関心をもつものが集団を組織するという任意性を持った人々の集合としての自発的集団を
発達させた。その反面，古い型の集団の根拠であった村落の封鎖性が崩れて，村落の外部の社会との
機能的連関が発達したことにより従来の村落内部の団結は崩れ，人々はその結合の対象を失い，村落
の連帯性を見失って孤立化を強めてきた傾向も注意されなければならない。
　過疎化が進展していった日本の農山村の大部分では，人口特に若者が流出し，社会結合の中核を失
って集団活動が崩壊していく危機に瀕していった。1965年から70年代の初頭にかけて大半の過疎地の
青年の組織は崩壊し，婦人の組織はかろうじて解体を免れたものの古い村落のなかで細々と息を続け
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ているものが多かった。
　1970年代になると，稲作の生産調整，転作，水田の再編の問題が生じ，農産物の過剰，農産物価格
の乱高下という事態も加わって，農村の人々の農業生産意欲は極端に減退し，農村は停滞化の方向を
たどっていく。
　このようにして，戦後の集団活動の傾向は，全員加入から任意加入へ，村落内部の組織範囲から村
落を超えた広域地域社会への範囲へ，伝統的集団活動から自発的集団活動へというような傾向がみら
れる。かくて古い型の農村の社会関係は，新しい，開かれた任意性をもった，合理的でしかも民主的
な社会関係へと転換する必要がある。この様な社会関係を基調とした地域組織の再編をつうじて新し
いコミュニティの建設が必要とされるのである。そして農山村の集団活動がますます停滞化していく
状況は農村崩壊の危機感を生みだしたが，農村を再建し，活性化するためには集団活動の重要性が強
調されなければならないのである。
注：
（1）長谷川昭彦「過疎化の振興とその対策」（「柏祐賢著作集」完成記念出版会編r現代農学論集』日本経済評
　論社，1988年11月
（2）長谷川昭彦「地域農業の振興と地域の活性化」（r明治大学社会科学研究所紀要』第26巻第2号，1987年）
（3）　国土庁地方振興局過疎対策室『昭和56年度過疎対策の現況』1982年
（4）安達生恒rミむら．と人間の崩壊』三一書房，1978年
（5）　安達生恒『過疎地再生の道』日本経済評論社，1981年
（6）　過疎地域問題調査会『地方振興対策調査報告書一過疎地域における小規模集落のあり方に関する調査研
　究』1982年
（7）長谷川昭彦r地域の社会学』日本経済評論社，1987年
（8）松岡昌則『現代農村の生活互助一生活協同と地域社会関係一』御茶の水書房1991年
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（長谷川　昭彦）
第2章　過疎地域における地域振興のための集団活動の実態
第1節　過疎地域のスキー場開発一富山県山田村一
　1　はじめに
　1960年代の高度経済成長期以来，一部の都市近郊の農村をのぞいた大部分の日本の農山村地域が
「過疎」と称される激しい人口減少を経験した。過疎の現象は単なる人口が減少するだけの傾向を指
すのではない。人口が減少することによって地域社会体系の崩壊，さらには地域社会そのものの消滅
にも連なるゆえに，過疎対策は緊急かつ重要な対策が要求されるのである。
　過疎から脱却の第一歩は，地域の資源を有効に利用して地域の産業を興し，住民の就業機会を拡大
していくことである。過疎地域の従来の主産業は農業ないし林業であったが，外国の農産物や林産物
の輸入の増加，国民の食生活の変化による国内農林業への圧迫は過疎地域の産業構造を根本的に変化
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させた。このため従来の産業に代わるべき新たな産業が求められる。その産業が何であるか。一村一
品運動，地域特産物などそれぞれの地域の特性に応じてその地域を支えるべき産業が模索されてき
た。
　過疎地域を活性化させるべき新たな産業として登場してきたのが観光・リゾート開発である。過疎
地は，山間部や離島，海岸部にあることが多く，交通は不便でも，景色がよかったり，温泉が湧いた
りして，観光資源には恵まれているところが多い。
　その中でも最近では，内需拡大とリゾート開発ブームにのって，スキー揚，ゴルフ場，サーキット
揚，テニス場などの「場」という文字のついた施設の開発が盛んになってきた。これらの開発は，共
通していえることは，傾斜地ないし丘陵地帯を削ったり，低い土地を埋め立てたりして，かなり広い
面積の土地を造成し，それに若干の付帯施設を建設するものが多い。その故に，問題も多い。
　その問題を列挙すれば，次の通りであろう。
①環境の破壊一
　　土地造成に当たって，森林を伐採し，自然環境を破壊する
②公害一
　　施設の維持・管理・保全のために農薬を使用したり，多量の水を使ったり，水質汚染，交通障害
　　騒音などの公害を生ずることが多い。
③地元の雇用増にそれほどつながらない一
　　特に外部資本の場合は，地域外からの職員や要員をつれてきたり，観光客に対する食事などの材
　　料を地元から調達せずに，外部に依存してしまうことも多い。
④利権・汚職を生みやすい一
　　施設開発の許認可権をもっているのは役場であるが，利権を求めて汚職を生みやすい。
⑤投資に比して収益をあげることが困難。
　このような問題点を生じ易い観光・リゾート開発の一つの例として外部資本にあまり依存せずに，
村役場が直接に開発の主体となり，その後の管理運営も役場が行っている富山県婦負郡山田村におけ
るスキー場開発の揚合を検討してみたい。
　2　富山県山田村概要
　まず富山県山田村の概要を見ていこう。
　山田村は，富山県の南西部に位置し，飛騨山系に連なる1，000メートルに達する牛岳山麓を貫流す
る山田川を挾んだ丘陵にあるが，4096が急峻な山地を占めている。
　山田村の人口は，＜表1－1＞のように，昭和30年（1955年）に3，280人であったが，昭和60年
（1985年）には2，134人となり，30年間に65％が減っている典型的な過疎の村である。しかし昭和55年
から62年にはほとんど減少していないように，最近では，ここに報告するスキー場開発のような過疎
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表1－1　山田村人口の推移
年度世帯釧人酬備考
昭和30
　　50
　　55
　　60
　61．3
　62．3
556
470
472
472
467
466
3，280
2，184
2，188
2，143
2，117
2，112
第8回国調
第12回国調
第13回国調
第14回国調
住民基本台帳
住民基本台帳“
資料：国勢調査（山田村村勢要覧　資料編）
表1－2　産業別就業人ロ （　）内構成比
年 度　　　昭　和　45 昭　和　50 昭　和　55 昭　和　60
第1次産業
第2次産業
第3次産業
906　（　62．4）
264　（　18．2）
282（28．2）
521　（　39．4）
440　（　33．3）
361　（　27．3）
368　（　28．2）
533　（　40．8）
405　（　31．0）
237　（　20．6）
492　（　42，7）
422　（　36．7）
．】? 1・，・452（・…）i・・322（1・…）1，306　（100、0）　　　1，151　（100．0）
資料：国勢調査〔山田村村勢要覧’88資料編〕
対策が効果を挙げて，人口の減少の勢いは鈍くなっている。
　この村における主産業は農業であった。第1次産業すなわち農業の就業人口比は，表1－2のよう
に，昭和45年（1970年）には62．4％であったが，昭和60年（1985年）には20．6％となり，第1次産
業すなわち農業の落ち込みは著しい。
　さらに，表1－3の農家数の推移を見ると，昭和35年から60年までに農家数は1／3減り，専業農家
は3％で，第2種兼業農家が9割を超えている。
表1－3　農家数の推移 （）内構成比
年総農家戸釧 専業農家 1　兼 ll　兼
昭35
　40
　50
　60
487
465
422
361
128　（26．2）
29（6．2）
15（3．6）
11（3．0）
237
223
51
16
122　（25．1）
213　（45．8）
356　（84，4）
334　（92．5）
資料：農林業センサス
表1－4専兼別農家数の推移
?
昭40
　50
　60
1　　兼　　農　　家
計陣的 出稼ぎ ・劇自営
223
51
16
?????? ????5 105
29
　5
?2
H　　兼　　農　　家
計　　恒常的 出稼ぎ・雇・柏営
213
356
334
40
188
256
????113
136
59
????
資料：農林業センサス
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表1－5　経営規模別農家数 単位：10a
???
??
465
402
361
??
1
一〇．3
????」?
0．3
－O．　5
??﹇??【?
0．5
－0．7
104
84
0．7
－1．0
104
87
0．5
－－P．0
119
1．0
－1．5??
1．5
－2，0
???
2．0
－2．5
??」
2．5
－3．0
???
3．0
－5．0
???
5．O一
1
資料：農林業センサス
表1－6　農産物販売第1位農家数（60年）
販売農家数
稲　作
麦類作
雑　殻
工　芸
施　設
野　菜
果　樹
331
308
　2
13
　3
　2
その他作物
酪農
肉用牛
養豚
養鶏
その他畜産
養　蚕
2
1
資料：農林業センサス
表1－7　工業の推移（単位：人，万円） 表1－8　商業の推移
年
昭50
　55
　60
　61
　62
事業所数
???
従業者数
???? ???
製造品出荷額 年
24，184
37，672
31，122
24，452
26，732
資料：工業統計調査
　　　〔山田村村勢要覧’88資料編〕
昭49
　51
　54
　57
　60
商　店　数
卸売小売飲食???? ???? ??
従業者数
卸売小売障食
0
31
???????????? ?
?
資料：商業統計調査
　そして表1－4のように，恒常的な兼業が増えている。この村は富山市およびその周辺の都市部へ
通勤可能であり，このことは農家の兼業化を発達させている。昭和35年で専業農家は128戸で，総農
家数487戸の26．2％であったが，60年には11戸3．0％にすぎなく，オール兼業化が進んでいる。
　表1－5のように，零細な農家が多く，農家の平均耕地面積は90アールで，僅かではあるが経営規
模を拡大している農家もある。
　主要農産物は，表1－6のように，稲作を主とする農家がほとんどである。米が農業粗生産額の65
％を占め，このほかにタバコ，養豚，大根，馬鈴薯などの農産物が見られる程度である。
　工業・商業も，表1－7および表1－8のように，経営規模の小さい経営が僅かに存在している程度
である。
　むしろ，この村では古くから温泉が湧き，温泉旅館が存在していることや，本稿のテーマであるス
キー揚の開発等により，表1－9のように，年によって散らばりが大きいが，観光客の入り込み数が
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表1－9観光客入込数
年 計 県内客 県外客 宿泊客 目帰り客
艮召52　　　　　　191，305
　55　　　　　　126，658
　60　　　　　　142，305
　61　　　　　224，679
164，021
118，　039
93，561
165，915
27，284
8，619
48，744
58，764
62，310
25，085
59，171
64，859
129，005
101，573
83，134
161，297
資料：役場産業課
年間10万入程度になり，観光への比重がかなり大きいことが指摘される。
　3　スキー場開発の問題
　この村のもっとも主要な過疎対策の事業は，自然的地理的条件を活かした村営牛岳スキー場であ
る。このスキー場は昭和46年に開業した。規模は小さいが，村の役場が中心になり，村の住民によっ
て計画され，建設が進められ，また運営もされている。つぎに，この村での，最大の過疎対策である
スキー場開発について，先ほどの観光開発の問題点を勘案しながら，みていこう。
（1）スキー揚開発の経緯
　スキー場開発の開場前後の経緯は表　1－10の通りである。まず，スキー場開発の動機は毎年冬期に
苦しめられる雪を活用し，逆に住民生活に役立てることができないものか，という発想に基づいてい
る。その時の目標は若者定着・活性化・福祉向上であった。ややもすれば孤独感に陥る住民に，希望
と勇気を与えるとともに，冬期の交通確保により，通勤可能とし，若人の定着を図り，よって過疎対
策と住民の福祉向上を期するということであった。昭和43年より村議会の特別開発委員会を中心に幾
たびか検討を重ねた。スキー揚建設についての村議会の対応は，議会構成がほとんど自民党系であっ
て，ほとんど反対はなく，行政原案どおりとおった。行政原案は村長のアイデアであるが，青年団か
らの要請もあった。スキーの専門家のアドバイスを簡単に受けいれたこともあった。なお，住民協議
会のようなものは作られなかった。
表1－10スキー場事業の経緯
昭和43年
　45年3月
　46年3月
　　3月一5月
　46年12月
55－56年
60－61年
61年11月
61－63年
村議会特別開発委員会で検討
県観光課と県スキー連盟の現地調査
定例村議会にて事業実施を議決
スキー場計画を村住民に説明
村営スキー場オープン
　70haのゲレンデとリフト3基，管理事務所，駐車場，民営ロッジ完成
スキー揚ロープウエイ開設事業　1，100m　402，000千円
新農業構造改善事業（牛岳ノ・イツ1，463㎡，赤トンボ広場10，000㎡）358，800千円
牛岳スキー場トリプルリフト竣工1，552m　605，800千円
県営林道開設事業牛岳線（牛岳トンネル工事）1，414m
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　その結果標高1，000mの牛岳の山麓にスキー場を開設するため，昭和45年3月に県観光課と県スキ
ー連盟に現地調査を願ったところ，スキー場としての条件が整っている結論をえた。さらに，町村営
スキー場を主に県内外の施設を調査した。近年国民の動向として健全なレクレーションとともに，健
康保持のためのスポーツを好む傾向にあP，特に，スキー人口が800～1，000万人ともいわれ，年々増
加をたどっている状況であり，積雪地帯の土地利用としてスキー場の設置に確信をえ，46年3月の定
例議会に事業の実施を議決するにいたった。46年3－5月にかけて，スキー場計画を住民に説明し
た。
　建設場所は，北向きで，雪があり，規模も充分という条件を備えたところが探され，「小谷」およ
び「中田」というところで，雑木林を整理し，草地として一部が開発されていたところがスX－・一一揚の
土地として決定された。ここはほとんど大部分が数集落有の土地であり，役場が地代を払って借用し
ている。
　スキー場の建設は，自分のカでできるものは自分の手でという原則で自給自足をモットーとし，い
わゆる「村民総ぐるみ」で過疎脱却を目指し，スキ・一一揚建設に適進した。もとより貧困な村当局の財
政ではこの一大事業の実施は至難な業であり，建設にあたって出来るだけ安く完成させることをも心
がけた。役場職員は総出で，建設にあたり，住民や青年団の絶大なる協力を得て完成させた。草刈
や，立木の伐採などは青年団・婦人会・老人クラブなどの各種団体の労力奉仕で実施した。造成工事
は主に村所有の除雪ブルトーザ数台を出動させた。一部には，自衛隊からの援助を受け，自衛隊の訓
練による作業で工事を完工した。
　このようにして表1－11のように，70haのゲレンデとリフト3基に，管理事務所，駐車場並びに道
路改良2，543m，その他に農協nッジおよびクレハ観光ロッジ民営のロッジ2軒とを12月のオープン
までに完成させた。
　スキー場開発による問題としては「どう流出」があった。漁業組合（山田村・富山水系）の人や下
流の人から苦情があった。現在は，草地化の方向で改善している。
②　スキー・一場開設以来の経緯
　スキー場開場後の経緯とその後のスキー場開発の事業費は，表1－12に示されている。開設当初
　　　　　　　　　　　　　　　表1－11昭和46年の開場当時の施設
ゲレンデ造成
リフト建設
電気施設
管理事務所
無料休憩所
給水施設
道路整備
ロツジ（民営）
60ha
3基1，418m
受電電力　61km
木造2階建て1棟　142㎡
軽鉄骨平屋1棟
貯水槽　2基
改良　2，543m
2軒
8，835千円
58，800
7，274
3，450
1，872
1，116
41，337
46，000
?
??? 168，684
資料：役場産業課
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表H2　牛岳スキー場事業概要
年劇 事 業 ? 害 事業剤村剤村劇その他
昭和46
47
48
49
ゲレンデ造成　70ha，駐車場　500台，
リフト　3基　1，418m，管理事務所　1棟，
休憩所　1棟，道路改良　2，543m
リフト　1基，駐車場　500台，
道路改良950m，舗装850m，休憩所　1棟
ゲレンデ整備，道路改良　950m
リフト　1基930m，水道　60　t，
駐車場改良
120，232
（41，337）
55，054
（22，660）
16，236
（10，650）
33，950
9，337
（4，337）
10，054
（2，660）
6，236
（650）
10，000
109，000
（37，000）
45，000
（20，000）
10，　OOO
（10，000）
10，000
1，895
（　一）
13，950
・・1騨場…台 1，925 1，925
51 リフト　1基　573m，圧雪車　1台 70，650 17，500・・・…い靱・5・
52瘤ﾔ擢僻 ・8・…15・…1・・・…13，100
53 駐車場整備 230
?
238
54 リフト　2基　1，326m，
道路改良1，010m
219，490
（23，380）
33，300
（3，　300）
150，000
（20，　OOO）
36，091
（　一）
55 p・一プウ・イ1・・2・m ・8・・…1・5・… 125，　OOO
56 ロープウェイ　1，121m 25・・64・18・… ・・4・…1・8・・345
571圧雪車・台・騨揚…台 ・2，…1 62，510
58 ペアリフト　1基，ナイター設備　第1，
ゲレンデ造成（27，000千円）
253，770 30，000 150，000 73，774
59 ペアリフト1基，ナイター設備，食堂1棟 180，880 ・・・…1・3…88・
60
61
牛岳ハイッ　1棟，水道設備，
下水道事業一式，圧雪車　1台
道路改良，駐車場，
トリプルリフト　1基552m
小
??
348，370
690，100
（132，327）
2，553，600
　（44，300）
147，200
1，100
（1，100）
333，900
（12，100）
134，400
544，300
（43，200）
1，632，400
（130，200）
66，695
144，700
　（　一）
587，700
（　一）
63 ナイター施設全面 い・・・・…
平成瑚第・ぺ・・・…1m ・・・・…1
資料：役場産業課
は，雪が降らず，苦しい時期を経験したが，その後は極めて順調に経過している。昭和55年に，裏山
の増設を行なった。ロープウエイの設置，夜間照明施設も建設した。
　以上，スキー場建設に関しては，過去16年間に3，053，000千円の投資額となっている。財源は道路
改良の5，000千円の国庫補助金と牛岳ノ・イツ155，401千円の国庫補助金とスキー場建設費に対する
3，650千円（県補助金）のみで，残りがほとんど起債でまかなわれている。起債は，リフト関係は公営
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企業債で縁故資金にたより，ロープウェイ・牛岳・ハイッ・道路改良舗装は過疎債でまかない，駐車
場・下水道は振興資金を充当した。現在残高は，道路分を除くと802，207千円（昭和62年3月現在）
であり，年間償還元利金は114，157千円（最高）である。
　このことは住民全体のバックアップがあったことにより今日の成果となったものであり，住民とと
もに建設した草創期の苦しみやその後の2年間にわたるスランプも今では過去の思い出になってい
る。それにしても住民の団結の力が今日の状態を生みだしたものであり，団結という大きな力は敬服
に値する。
　スee　一場開発から引き起こされるデメリットとしては，交通渋滞の苦情がある。冬期特に休日など
で多数のスキー客がスキー場へ来場する揚合に車のラッシュを生じ，住民が自由に車を使えないとい
うことである。これはスキー場への道路が狭く，曲折しており，また，駐車揚が狭く，多くの車を裁
ききれないということによっている。このことは役場当局も熟知しており，年々道路の改良，駐車場
の拡張も行われている。このように，公害が全くないわけではないが，それに対する対応は着実に採
用されまた実行されている。
　㈲　維持，管理，保全における問題一外部資本との関係
　このスキー揚は規模は小さいが，村の役揚が中心になり，村の住民によって計画され，建設が進め
られ，また運営もされている。特に，すでに述べたように，開設時は村の住民が総力を挙げて，建設
した。
　かくて現在のスキー場の保有する施設は，表1－13の如くである。2面のスキー場をもち，3人乗
りのリフト，ナイター施設をもっている。山田村スキー場の特徴は，さまざまなゲレンデがあり，
初・中級を中心に幅広い客層に対応できる。ペアーリフトがある。ナイター施設もあり，全面がナイ
ターも使用可能である。
表1－13　スキー場施設の概要　昭和62年現在
面 積
スキーリフト
駐　車　場
セントラルゲレンデ　約70ha
ユートビ゜アゲレンデ約14ha
10基　6，600m（内ペァリフト　2基）
トリプルリフト　1基（3人乗り）　1，550m
ロープウェイ　1基　1，121m
一般乗用車　1，500台収容
バスターミナル　30台収容
管理事務所　　2棟
休憩引・棟
宿泊施設 ロ　ッジ　4棟（収容定員
民宿1棟（収容定員
温泉旅館　2棟（収容定員
800人）
50人）
330人）
資料：役場産業課
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　現在のスキー場運営のためには，スキー場の運営方式を審議する「スキー場協議会」という組織が
ある。これは役揚，農協，民宿で構成されているが，実際には役場が主導権をもち，諸事を決めてい
ることが多い。スキー場へ出店希望の業者はここに届出をして審査を受ける。
　現在のスキー場関連での民間資本は，4軒のmッジ，2軒の食堂，1軒の会社施設である。
　これに関連したロッジなどの宿泊施設も，民間資本となっているが，実際には，山田村農協のよう
な地元資本，または地元関連資本によって出資され，運営されている。
　ゴルフ揚の開発に関して，例えば，千葉県東町のように贈賄，収賄などの汚職が問題になり，新聞
やテレビを賑わすことが多いが，これは開発に関して外部資本が許認可権をもつ町村役場に利権を求
めてコネを求めようとする所に生ずる。しかし山田村のように内部資本で村民の総出で開発する揚合
においてはこのような汚職の余地はほとんどないと思われる。
　（4）地元の雇用・地域内資源活用の問題
　スキー揚の雇用の実態は，村営スキー場の職員は11名（内1人臨時）であるが，このほかに，ロッ
ジ関連施設で若干名の職員をもっている。ピーク時には，ロッジ関連施設で，約100名位が地元雇用
出来る。これらの雇用者は，地元の土木建設に関わる日雇い的な労働者が多く，季節雇用の域を脱す
る事ができない。常勤化は困難である。したがって，雇用難の現状では，雇用関係に問題がある。
（表1－14を参照）
　従業員の確保の問題に関しては，第一に，雇用条件の問題がある。雇用が冬期のみに片寄り，年間
を通しての雇用ができないことが問題である。第二に，賃金の水準が，他の地域特に富山市と比較し
て，極めて安いため，労働力が外部に流れやすいことである。このようにして，特に，リフト関係の
労働力が80名程度も不足しているのが現状である。
表H4　スキー場経費の内訳（昭和62年度）
? 目1経 ? 備 ?
職員　給 38，589千円職員　　　　　2人（うち1人臨時）
主任技術者　普通　1人
　　〃　　乙種　3人
整備従事者　　　　5人
元利釧・72・・6551うち繰・出・金・4・・588千円
営　業費 108，926 賃　金　33，965千円
燃料費　3，444
修繕費　4，464
広告費　2，600
補償料　　7，100
その他　1，267
?
千00
O0
T0
U4
V2
「????」??????? ?? ??????
3
?? ??
建　　設　　費　　　　　161，987
合 計「482，・57
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　かくて，スキー場管理面についての労働力は，除雪については，スキー場に通じる道路の半分は業
者に委託しているが，残り半分は役場職員が出役し賄っている。また，「切符切り」や「安全管理」
のための労働力は，一般の住民に求めているが，多忙時には役場職員も出て，補充している。「リフ
ト券」，「駐車場」，「除雪」の各作業は役場職員が行なっている。
　㈲　スキー場の収益性と効果の問題
　公共施設運営の基本姿勢は，「当該施設が赤字であっても，関連産業などが黒字になればそれでよ
く，公共施設は必ずしも黒字になる必要はない」という村長の姿勢に象徴されるであろう。
　スキー場の経営状況は，表1－15と表1－16のごとくである。営業日数は，降雪の状況によって年
によって異なる。開設当初は雪が少なく，困難を極めた。スキー場入り込み客数は，ほぼ，営業日数
に比例するが，開設当初から少しずつ増加している。そして料金収入も運賃改訂と相まって，着実に
増加している。スキー場の売上げは，昭和63年，最高の時で，リフト収入関係のみで，1，000万円／日
に上ることもあった。スキー場の客層は，あまり。遠方からは来ない。山田村が属する婦負郡の人が
多く，富山市の人も来る。平日は，学校や団体が中心であり，日曜祭日は家族が中心である。
　スキー揚開設によって，収益が得られるという直接の効果のみでなく，経済外的波及効果も現れて
いる。それを挙げれば，次の通りである。
①　入込み客数の増加
　単にスキー客のみでなく，その他の観光客も増加した。すでに，表1－15に示したように，スキー
場の開設当時（昭和46－47年）は2万人ほどの入り込み客であったが，最近では（昭和59年，60年）
では15万人から18万人に達している。そして山田村の古くからの温泉旅館である（山田温泉＝玄猿
表1－15リフトの経営状況
年度i…数障賃蝶・釧料金収刈・キ暢入込額
昭和46
　47
　48
　49
　50
　51
　52
　53
　54
　55
　56
　57
　58
　59
　60
　61
基????????? ? ? ???? ? ?60円
60
60
80
80
100
100
100
120
120
150
150
150
150
170
200
? ???? ?? ???? ???
??
　2，676千円
　5，772
19，780
41，840
42，395
62，736
52，211
27，663
74，835
97，012
107，302
111，761
208，879
196，207
286，978
166，871
21，400人
27，200
80，100
102，800
99，900
98，200
69，500
34，200
85，300
101，300
121，　093
122，556
160，000
150，000
180，000
100，000
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表1－16　ロープウェイの経営状況
年度
昭和56
　57
　58
　59
　60
　61
延　　長
1，121m
〃
〃
〃
〃
〃
客　　車
31人乗り
2両
〃
〃
〃
〃
〃
料　　金
（片道）
500円
〃
〃
〃
〃
〃
営業目数
102日
98
110
102
107
85
輸送人員
23，126人
17，126
24，880
27，678
43，468
36，833
料金収入
11，165円
7，845
10，184
13，901
21，734‘
18，417
資料：役場産業課
楼）のオープン当時の客は，2万人程度であったが，現在は3万人くらいに増加している。
②　温泉開発
　スキー場は冬揚のみの利用施設であるが，これを何とか春，夏，秋にも利用できないものかという
発想が生じてきた。
　古くから山田温泉として玄猿楼の1戸のみが存在した。そして中村の湯谷地区で温泉が出るらしい
という噂が昔からあった。そこで昭和52年8月に富山大学などによって本格調査をしてもらった。昭
和62年10月に掘削を開始して，ついに，昭和63年2月に220リットル／分，62，2度Cの温泉を堀当てた。
　その一部はスキー場のロッジ施設の夏場稼働のために，昭和63年12月から「給湯」を開始した。給
湯にかかわる費用は，1億5000万円程度であった。
　さらに残りの温泉の湯によって，村民による活用と観光開発と二つの目標をもって温泉センターが
計画された。8億1，000万円の費用をかけて，村営の「温泉センター」を平成2年10月14目にオープ
ンした。その利用のため，村内居住者のために，家族パス（1万円／年）が用意された。また村外の
人も利用できるように，富山駅から，1日3回のバス運行を行なっている。平日に150人，日曜に350
人であれば，黒字になるという予測であった。そして年間3～4万人の来客を見込んでいる。1日に
200人で2回転を計画したが，実際は回転率はそれほどよくなかった。開設以来，日曜日は村外350
人，村内150人の来客があり，満員となっている。平日は約100人翠の客が来ている。これはまあま
あの数字であるといわれる。雇用の状態は，地元雇用を主としている。会館に8名，食堂（農協ロッ
ジ）に5人程度を雇用している1また，温泉センターの土地には3人の地主がいるため，それらに役
場から地代を支払っている。スキー場開発は，このような波及効果がでている。
③　社会教育的機能
　牛岳ジュニアスキー教室を昭和46年から現在まで開催している。山田村の小学生，中学生を対象
に，スキー教室を開催している。生徒数は約50名程度。ちなみに，山田村の小学校は約200名，中学
生は約100名である。広いスキー場なので，村外の富山県内と石川県から小学生もよく来る。それら
の子供にも，教室を拡大していきたいという。
　スキー揚が地元にあることによって，スキーの上級者が自然と育成されていく。国体レベルの選手
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が2名出ている。のちのちは社会教育的機能を果たすのではないかと期待がある。’
④　スキー場を介しての各種イベント
　スキー場を介して種々のイベントが催されている。
　1）牛岳イモ祭り……昭和59年から実施している。山田村は「ジャガイモ」が特産であり，近隣町
　　　村で地域特産のアッピール活動が盛んになってきているのに対応して，山田村でも始めた。
　2）　月見祭り……年1回，初秋に開催，俳句などを作り，月見をスキー揚の頂上で行なう。3年位
　　　実施したが，その後途切れてしまった。
3）たいまつ滑降（夜に行なう）
　しかしながら，極端な言い方をすれば，山田村の過疎対策はすべてスキー揚を中心に展開されると
いってもよい。このことは逆にそれ以外の対策が遅れているともいえる。特に地域の主産業であるべ
き農業は，あまり見るべき対策が見られない。
　4　その他の過疎対策
　山田村におけるスキー場開発，温泉開発以外の過疎対策を示せば次の通りである。
1）　次・三男向け村営住宅団地を建設
　昭和53年に10戸，54年に15戸さらに58年に3戸の村営住宅を建設した。これによって，人口減少は
ややとまりぎみとなった。
2）　冬期孤立集落の整備
3）　開拓パイロット事業
　農業関係では昭和37年から中部地区開拓パイロット事業（28ka），昭和39年から県営山田東部開拓
パイロット事業（69．6ka）に取り組み，山林を田へ変換させてきている。しかし，見るべき効果は少
ない。
4）　各種の施設の建設
　①　山田村中央公民館新築（昭和52年7月完成　1，785㎡245，200千円）
　②　総合体育館開設（昭和61年3月完成，3，319㎡6億6000万円）
　　　　　　　　　　当初，日米バレーの大会も行なった。
　③　山田村保育所改築落成（昭和54年4月　783．10㎡156，700千円）
　④　恵風会あざみ園（精薄厚生施設）設置（50人収容　61年完成　1，805．4㎡）
　⑤　特定環境保全公共下水道事業開始　7，100人処理　1，531，000千円
　⑥　「富山市教育の村」（平成2年着工，平成5年オープン予定）
5）　地揚産業の育成
　村・農協・商工会で「特産加工組合」を組織し，柿酢やカキ・サブレの商品開発を目指す。1名の
常勤者がおり，商品開発などの経営をしている。
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6）農業関係の集団
　この村の過疎対策の主流は，自然的地理的条件を活用し，昭和46年に開業した村営牛岳スキー場で
ある。富山市およびその周辺の都市部へ通勤可能であることは農家の兼業化を発達させた。昭和55年
で専業農家は11戸，総農家406戸にたいして2．7％にすぎない。平均耕地面積も90アールで，主要農
産物は米が農業粗生産額の65％を占める。このほか，タバコ，養豚，大根，馬鈴薯などの農産物が見
られる程度である。したがって農業関係の集団としては，大根出荷組合，馬鈴薯出荷組合，串柿生産
組合，山田村特産加工組合（柿酢，山菜などの加工），花き出荷組合が主たるものである。このほか
に清水（しょうず）部落に稲作の共同経営組織がある。
　5　おわりに
　他の多くのリゾート地の開発が大手資本や外部不動産業者によって食い荒らされ，自然環境の破
壊，公害，地元労働力の不雇用，地域内資源の不利用，汚職などのプラスの効果よりはマイナスの影
響の方が多く現れている。これとは違って，この村のスキー揚開発は，以上の点から，環境破壊とい
う点では，この地域の最大の問題であった積雪を逆手にとって有効に利用することを目標として，一
部山林を開発したものの，大部分が草地であったことから，それほど問題がないようである。公害の
問題も，泥水の流出，交通渋滞などあるが，その解消に向かって着実に努力している。利権・汚職の
問題も，外部資本をあまり入れずに村民みずからの手によって作られ，役場が運営の中心にあること
によって問題にならないと思う。地元の雇用，地域内資源の有効利用という点でも，冬期のみという
欠点はあるものの，若干の村内労働力を充当し，宿泊施設も村内の資源を利用するという点ではある
程度の成果を挙げている。また，開設以来，細々とではあるが，着実に経営されている点，そして直
接的な効果のみでなく，スキー場のロッジ施設の夏場稼働のために，温泉の開発が進められ，温泉セ
ンターが建設された。そのほか，牛岳ジュニアスキー教室に見られる社会教育的機能，スキー場によ
る各種のイベントによる人間関係の充実などは注目されなければならないと思う。
　しかしなが，極端な言い方をすれば，山田村の過疎対策はすべてスキー揚を中心に展開されるとい
ってもよい。このことは逆にそれ以外の対策が遅れているともいえる。特に地域の主産業であるべき
農業は，あまり見るべき対策が見られない。　　　　　　　　　　　　　　　　　（長谷川昭彦）
第2節　自治公民館活動を中心とするグループ活動一宮崎県綾町一
　1　地域の概要
　綾町は，宮崎市から国富町を経てわずか20km，車で40分のところに位置する総面積95．29km2，人
口7，388人（昭和63年現住人口）の町である。バスの便も多く，宮崎市へは十分通勤可能な距離にあ
る。ここでは，「手づくりの里」「照葉樹林都市」「有機農業の町」を基調イメージとして，地域の特
性を生かした町づくりが行われていることが大きな特徴である1）。
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図2－1宮崎県ふるさとづくり基本計画戦略プロジェクトー覧
広域定調広肺町村副特定地域1 戦略プロジェクト名
県　　北
県　　央
県　　南
宮崎県北部
西都児湯
宮崎東諸県
日南串間
西 諸
都城北諸県
高千穂町　　椎葉村
日之影町　　諸塚村
五ケ瀬町
延岡市
日向市
門川町
東郷町
南郷村
西郷村
北郷村
北方町
北川町
北浦町
西都市　都濃町
高鍋町　西米良村
新富町
木城町
川南町
高岡町
国富町
綾　　町
宮崎市
田野町
日南市
北郷町
南郷町
佐土原町
清武町
串間市
小林市
須木村
高原町
都城市
三股町
山之口町
えびの市
野尻町
高城町
山田町
高崎町
県北フォレストピア構想
　　　　　　推進プロジェクト
未来技術産業都市建設構想
　　　　　　推進プロジェクト
歴史と未来の出会う
　ふるさとづくり構想
　　　　　　推進プロジェクト
東諸グリーンランド構想21
　　　　　　推進プロジェクト
宮崎・日南海岸リゾート構想
　　　　　　推進プロジェクト
霧島地域観光開発実施構想
　　　　　　推進プロジェクト
（注）宮崎県：r日本一一一‘住みよい宮崎県をめざして一宮崎県ふるさとづくり基本計画』
　　1988年より抜粋
　大淀川水系，綾南川・綾北川の合流部に開けた町内は，地勢・土地利用的に「平坦地」「中間丘陵
地」「森林」の三つのゾーンに大別されるが，集落・耕地のほとんどは「平坦地」に集中し，一部が
周辺の「中間丘陵地」に点在するにすぎない。そのため，幹線道である県道宮崎須木線に面した中心
市街には，役場・農協・Aコープ・銀行・郵便局・商店などが立ち並び，ミ過疎b。．を全くイメージさ
せない。
　「平坦地」には，役場の隣に「綾・手づくりほんものセンター」，裏手に「綾城」「綾・国際クラフ
トの城」「錦原競馬場」があり，第三セクターの体験・展示即売・宿泊等総合施設「あたらしき村・
綾酒泉の杜」や35の各種「手づくり工房」が点在する。「中間丘陵地」の自然休養村内には，「綾川
荘」「サイクリングターミナル」という2つの宿泊施設，「森林」には「綾の照葉大吊橋」「照葉樹林
文化館」など，ミ非過疎．の町も顔負けの賑やかさを持っている。
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　昭和63年に湘本一住みよい宮崎県をめざしてN。を表題に県が策定した『宮崎県ふるさとづくり基
本計画』は，県内を共通する課題，特性等に応じて6地域に分け，それぞれに独自の戦略プロジェク
トを設定している（図2－1）。綾町は国富町，高岡町との3町で一つの地域を構成し，「東諸グリー
ンランド構想21推進プロジェクト」対象地域である。同r基本計画』では綾，国富，高岡3町を次の
ように概括している。「県都宮崎市に隣接する本地域は，宮崎・日南海岸リゾート地域の後背地とし
て，また，宮崎空港，宮崎港，九州縦貫自動車道の整備の進展による交通，物流の変革の影響を強く
受ける地域として，これらに対応する新たな地域づくりが求められている。そこで本地域内の3町は
これまでの個性的なまちづくり効果等も踏まえながら，圏域としての一体的な整備を進める2）」
　このように，過疎地とはいうものの，いわゆるミ山奥．のそれではなく，山間地の‘入り口’，平地
農村から山村の中間に位置し，県庁所在地，リゾート地にも近い。多くの過疎地から羨ましがられる
ような，恵まれた立地条件にあるといっても良いであろう。
　2　過疎化の経緯　　’
　こうした町の現況だけをみれば，本町がミ過疎．地域であることを忘れさせるほどであるが，これ
らの各種施設等が整備されたのは昭和58年以降であり，わずかここ5～6年のことに過ぎない。
　本町の人ロピー’クは，昭和33年の12，322人であるが，当時は‘綾川総合開発事業3）’の最盛期で，多
くの建設関係者が流入していたという事情がある。「明治，大正年間から国有林，県有林，北浦山林
等の山林開発事業や，水力発電の建設事業4）」が綾町を拠点として行われ，山村としては多くの‘働
き口’があったと思われる昭和7年の町制施行時の人口は7，397人であり，昭和30年代前半の人口が
綾町の適正な人口規模であったかどうかという疑問はある5）。それはそれとして，国勢調査人口でみ
ると，昭和35年の10，068人を最高に昭和55年まで人口流出が続き，20年間に27．9％の人口減少を経験
している。特に昭和35～40年の5年間の減少率が大きく，‘綾川総合開発事業’との関連性を看取で
きよう。しかし，近年は微増に転じ，昭和35年一一　60年は0．7％，60年～63年にも0．6％人口が増加して
いる。（図2－2，2－3）
　また，開発事業終了にともなう建設関係者の流出に加え，次のような理由によっても人口流出があ
り，両者が重なって過疎化が進行したものと思われる6）。
表2－1綾町および宮崎県の人ロ推移
35剰・・年・5剣・・年55年・・年63発・
??人・1・…688…g7・・7487・・33917・・26・17…gi7，・35・
増減率％ 1－・6・・1－8・・i－5・・1－…＋，…1＋・・
県過疎地域計の鰍率一・3・9－・2・・一・…　一・・一…ト2・・
県全体の増減率 一・…1’　一　…　＋3・・＋6・・＋2・・ 0．0
（注）　35年，40年，45年，50年，55年，60年は国勢調査，63年は63年10月1日現在県推計人口
（資料）　宮崎県企画調整部r過疎地域の現状と課題』平成元年
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図2－2　宮崎県綾町の人ロ推移
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図2－3　宮崎県過疎地域人ロ増減率の推移?
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（注）　各国勢調査人口の増減率
①　農業を中心とした第一次産業以外に現金収入を得る産業が少なく，青壮年の流出を促したこ
　　と。
②　文化的機能や施設の欠如が青年の欲求を満たし得ず，都市への憧れもあって流出がはじまった
　　こと。
　③　交通網や交通手段の立ち遅れが生活圏域の広がりを阻害したこと。
いずれも，綾町独特というより，全国の過疎地域に共通した要因であるといえよう。そして綾町が特
徴的なのは，これらの要因一つ一つを着実に克服してきたことにあるといって良い。
　綾町のさまざまな試みは，どれもが注目に値するが，本稿では，「自治公民館活動」「社会教育関係
グループ」という綾町グループ活動の基礎的部分と，「手づくりの里」「照葉樹林都市」「有機農業の
町」という町の基調イメージに関連する“ひむか邑．ミ自然生態系農業推進．“照葉樹林保護と観光開
発s。等の項目に分けて，その動きを整理してみよう。
3　自治公民館活動と各種グループ活動
（1）自治公民館の活動組織
綾町は，自治公民館活動がひじょうに活発である7）。戦後いち早く民主青年団が組織された四枝区
（集落）では，公民館制度を知った青年団が公民館建設を区民に働きかけて合意形成し，青年団主体
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綾町教育委員会r平成元年度教育要覧』1989年，11ページ（資料）
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の資材調達，区民総出の建設で昭和23年に開館している。その後，こうした動きは各区にも波及し，
昭和36年からは公民館長研修が開催され，40年には区長制の廃止にともない公民館長連絡協議会（自
治公民館連絡協議会）が組織された。昭和48年，県の「明日をきずく人づくり運動」の指定を受け，
より活動の充実がはかられて今日にいたっている。現在，自治公民館は全集落22に設置されている
が，うち16集落では広場（4ケ所は照明付き）も併設している。
　このような事情から，各種のグループ活動の基礎単位は自治公民館であることが多い。各自治公民
館には，総務部，産業部，体育部，交通部，青少年健全育成会議支部などが組織されており，青少年
健全育成会議支部には，高年者クラブ，壮年会（部），婦人会（部）などが属している。また，自治
公民館連絡協議会では，図2－4に示すような「4つの目標，8つの実践」を掲げ，活動の充実をは
かっている。この他，高校生父母の会連絡協議会，壮年会連絡協議会，地域婦人連絡協議会，綾小学
校PTA，中学校PTAなどに，各自治公民館から一人つつの委員を出している（該当者のいない集
落は除く）。
　各自治公民館は，次項にみる町全体を対象とした総合文化祭に先だって，毎年10～11月に「手づく
り文化祭」を開催する。それは，より身近な文化祭であると同時に，総合文化祭へ向けての予行練習
の場，総合文化祭各種表彰の予選会的役割も持っており，自治公民館単位の結束に貢献している。
　これら各部の活動だけでも，地域の活力源，町全体の活力源となっているように思える。しかし，
綾町全体の華々しい動きに，住民の意志が十分に反映されてきたかどうか，住民が歩調を合わせるこ
とができたかどうか，それについて再考すべき点もある。この点は後に触れることとしよう。
　このような自治公民館活動の端緒は，上記のごとく四枝区の民主青年団の働きかけにあるが，綾町
では終戦直後の昭和20年10．月に民主青年団が結成されている。また，23年には青年団連絡協議会に衣
替えし，続いて県下では最初の東諸県郡青年団連絡協議会を結成するなど，早くから活発な活動が行
われてきた。現在の綾町の下地に，終戦直後20年代前半からの青年組織活動があることは興味深い。
　｛2）社会教育関係の集団・組織8）
1）公民館（中央・自治）を中心とした文化同好会
　自治公民館と並んで，町（中央）公民館を中心とする各種の同好会組織も活発である。具体的に
は，舞踊，民謡，三味線，カラオケ，大正琴，手芸，木彫，竹細工，書道，押花，茶道，コーラス，
英会話，郷土料理，真向法体操など多彩である。また，同好会相互の交流組織として綾町文化同好会
連絡会もおかれている、特に，昭和61年に始まった英会話はユニークで，アメリカ人留学生を町の社
会教育予算で招請し，町長宅に下宿してもらっている9）。そして，これら数多くの同好会活動の成果
発表の揚であり，かつ自治公民館の交流の場でもある「総合文化祭」が毎年11月に開催されている。
この他，野球，バレー，柔道，剣道，空手，サッカーなどのスポーツ少年団が青少年健全育成会議の
傘下におかれ，町外への遠征試合も盛んである。
　また，町では後述のように，昭和48年から家庭菜園（「一坪菜園」）奨励のため，野菜種子の配布等
を行ってきたが，この活動にも自治公民館が深く関わっている。自治公民館産業部が，種子の配布，
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菜園の審査（優秀な家庭菜園は公民館大会で表彰される）を行ってきたからである。もちろん，後に
触れる「自然生態系農業」の推進は，この「一坪菜園」奨励の動きと関連するし，産業部は「自然生
態系農業研修会」も実施して，地域の技術向上に寄与している。
2）婦人組織
　戦前，綾村婦人会（明治36年），愛国婦人会（明治34年），国防婦人会（昭和10年）などが組織され
ていたが，戦後は昭和26年に婦人連絡協議会として再出発した。現在の婦人組織は，すでに触れた自
治公民館の婦人会（部），地婦協，農協婦人部，商工婦人部である。自治公民館婦人会（部）を主と
するか，地婦協を主とするかは，各自治公民館ごとに対応を異にしているが，両者で婦人連絡協議会
を構成し，農協婦人部，商工婦人部と合わせて「婦人三団体」と呼ばれている。一時，「婦人三団体」
の統合も話し合われたが結局実現せず，現在は内容に応じて‘共催’という形をとっている。
　ところで，綾町には生活改善グループの連合会は組織されていない。しかし，自治公民館活動の一
環として‘生活改善部’が設置されているところもあり，生活改善が実践されていないわけではないよ
うである。綾町担当の生活改良普及員樋口則子氏は，「綾町の場合，特定の人の組織化は好まず，全
員に呼びかける方向を望んでいるようである」とその特徴を指摘している。ただ，町の「健康づくり
活動」の定期的指導は，在宅栄養士や保健婦によって夜間実施されており，普及所として関与できな
いという問題点もある。それは，女性雇用型の企業進出と無関係ではないとされている。
　後にみるように，綾町は「有機農業の町」を目指しているが，そこには町民の食生活をあずかる婦
人の役割は重要である。樋口氏のみたところでは，食生活を大切にする婦人の割合は高いものの，い
まだ点的存在にすぎず，過渡期にあるということである。
3）青年組織
　自治公民館活動の端緒となった青年組織であるが，最近の活動は低調である。綾町だけに限ったこ
とではなく，青壮年層を中心とした人口流出という過疎の町にとって，青年団活動の停滞は共通する
悩みであろう。しかし，単に青壮年層流出だけが，活動停滞の要因ではない。町内の若者の中で，最
も地域に密着していると思われる農業後継者は，SAP運動の機能集団（グループ）に参加している。
組織上は，青年団がSAPを吸収した形になっているものの，活動が縦割りであるため，農業青年が
いわゆる青年団活動に積極的に参加する例は少ない。また，企業に勤める若者の揚合，彼らの勤務・
生活と青年団活動の時間的競合から，やはり青年団から遠ざかる傾向がある。誘致企業による就業先
の拡大や，綾町の魅力の再発見などによるUターン者があり，青年層そのものは200人ほどで郡内最高
の人数がいるものの，結局その10％（20人程度）が主たるメンバーとなっているにすぎないのである。
　ところで，宮崎県では農業近代化の担い手として，青少年に希望と誇りを持たせるような気運と環
境を醸成し，かつ自ら進んで学習，研修と実践活動を強力に推進させ，優秀な中堅農家を育成する目
的でSAP（Study　for　Agricultural　Prosperity）運動を展開してきた1°）。綾町では昭和37年に結成さ
れ，果樹，畜産，疏菜，養蚕，タバコ，花卉，生活改善（女子）等のグループがあり，他県における
4Hクラブとほぼ同様の活動を行っている。青年層の減少にともなって，昭和40年から組織上は青年
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団の傘下に入っており，社会教育の管轄であるが，SAPグループとしての活動が主である。
　青年主体の活動としては，地域の青年を対象とした講演会・座談会・手づくり教室・レコード鑑賞
等の「青年セミナー」が開催されている。講演会は，民放アナウンサーや県社会教育主事，弁護士，
大学教授等を招いて実施され，参加者の評判は良いものの，午後7：30～9：30という時間も影響し
て，思うように人数が集まらない。一方，東諸県郡内の青年交流会が毎年11月，町内‘自然休養村’の
グランドで開催されるが，郡内全体で200名程度の参加があり，こちらは比較的活発である。また，
綾神社夏祭りの御輿の担ぎ手も青年の役割であったが，徐々に担ぎ手が少なくなり，祭りの開催日を
日曜日とするなどの形式変化を余儀なくされている。
　いずれにせよ，青年組織の活動停滞が，単に頭数（あたまかず）の問題だけではなく，組織活動の
縦割り化や，域内・域外の企業通勤者増加によってもたらされていることは，重要な側面であると考
えられる。
4）壮年組織
　青年組織は活動の盛衰はあるものの，比較的どこでもみられるものであるが，壮年組織があること
は，綾町の特色の一つであろう。町教育委員会でも，「県内では都城市にあるが，壮年会活動が盛ん
な町村は珍しい」と自負している。「青年一→中年→老年」ないし「青年→壮年→老年」という年齢層
の変化と，組織活動をみると，青年には青年会（団），老年には老人クラブ等といった組織活動が一般
的であるのに対し，中年ないし壮年期は空白であることが多い1’）。壮年会活動が盛んでないのは，ま
さしく‘働き盛り’の年頃である年齢層が，仕事や地域でさまざまな責任ある役割を担っており，壮年
層だけでまとまって組織化することが困難だからではないだろうか。それでは，綾町において壮年会
活動が盛んな理由は何か。
　綾町の壮年会は，昭和42年に町内三地区の壮年が社会奉仕，会員相互の親睦を理念とし，地域の振
興と発展に寄与するため，自主的活動を推進することを目的に結成した「三壮会」を端緒としてい
る。「青年団を卒業し，老人クラブにはまだ早い」人たちの組織である。「三壮会」に続いて他地区で
も壮年会が結成されたが，行政（社会教育）からの呼びかけも一つの契機となっている。その呼びか
けは，所属する団体のない壮年期の人に「自治公民館を単位として」「会員の健康の増進，会員相互
の親睦と教養の向上，社会奉仕並びに公民館活動への協力」を目的とする形で行われた。ここにも自
治公民館が登場する。ちなみに，平成元年度の壮年連絡協議会事業計画の重点事項には，「自治公民
館活動への積極的参加」が第一に掲げられている12）。
　青年団の熱意と努力によって，四枝区に最初の公民館が建設されたのは昭和23年であるが，その後
の設置は29年1ヵ所，31年3，33年1，35年9，37年2，38年3，39年2というように，昭和30年代
中頃に集中している（前述のように36年協議会が結成されたのは，35年の9ヵ所という急増期があっ
たためである）。これと壮年会の結成は無関係ではないように思われる。昭和42年から48年にかけて
大方の自治公民館単位に結成されている（49年に壮年会連絡協議会結成，52年に全地区設立）が，そ
れは青年団員として公民館建設に奔走した人々が「公民館ができて青年団も卒業し，さて…」という
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時期に合致するのではないだろうか。綾町の壮年会活動が盛んな理由は，自治公民館設置のエネルギ
ーが壮年会の結成に結びついたことにあるように思われる。
　活動内容は，ソフトボール・バレーボール大会，研修会，講演会，会長研修会，他団体との交流
（花いっぱい運動，手づくり運動）などである。
5）高齢者組織
　さて，最後に高齢者（老年）組織についてみておこう。老人クラブは，昭和38年の老人福祉法施行
と同時に少人数地域を除いて自治公民館単位に結成され。40年には老人クラブ綜合会（連合会）もつ
くられている。青・壮年会のような特色ある動きはなく，一般的な老人組織である。
　主な活動は，学習会，奉仕活動，他団体との交流等であるが，その他公民館学級講座の中に「高年
者教室」「高年者地区講座」が設けられ，多くの参加者を集めている。
6）祭り
　社会教育とは直接関係しないが，祭りについて若干触れておこう。綾町の祭りは，7月の夏祭りと
11月の秋祭り（いずれも綾神社）がメインである。特に夏祭りは，「前夜祭」「夏祭り」「花火大会」
と続くが，どれも各種のグループ活動なしには成立しない。なぜなら，前夜祭は11グループの共催で
行われ，花火大会も各グループからの寄付を財源とし，夏祭りの御輿は前述のように青年団が担ぎ手
を担当するからである。すなわち，各グループの活動の盛衰は，祭りの盛衰にも影響することになる
のである。
　夜の行事である前夜祭，花火大会と，昼間行われる御輿行列は，住民の就業状態や考え方などによ
って参加者数の変化があり得る。しかし，祭りがグループ活動状態を示す一つのバロメーターともい
えそうなほど，綾町の場合両者は密接に関連している。祭りを本節に含んだ理由はここにある。
　4　ミひむか邑、と「手づくりの里」
　綾町の名を全国に広めた一つの理由に，工芸職人集団ミひむか邑、の存在がある。ミひむか邑．と
は，「物の機能のみを重視した使い捨ての文化を批判し，ぬくもりがあり，人々が長く使いたくなる
ような心の通う物づくりをやろう」と，昭和30年頃から各産地より陶芸・染色・木工などの有能な職
人たちが集まり，49年に発足した異業種の工芸集団である。発足の年に，東京都内でミひむか邑．展
が開催され，その後名古屋・京都・札幌での展示会を通じて注目を集め，「綾」の名を広めるととも
に，町外からの見学者を集めた。また，町内の工芸技術の普及にも一役かっている13）。
　ミひむか邑Ssは，最盛期には8名（社）ほどの参加があったものの，有名になり売上が伸びるにつれ
て，種々のトラブル発生や，独自販売ルー一トの開拓等別行動がとられ始め，つむぎ・木工関係者が脱
会し（ただし町内に残り独立r工房』を構える），残念ながら現在は染色・工芸の4名（社）に縮小し
ている。
　しかし，この活動に注目し，町外からはさらに職人たちが集まり，その技術を学んだ町内の新職
人，その活動に触発された古くからの町内職人も加わって，町内各所にr工房』を構えるようになっ
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た。ミひむか邑．そのものは縮小したものの，現在では35のr手づくり工房』が点在するのである。
町の基調イメージの一つである「手づくりの里」は，Ksひむか邑．を契機とする『手づくり工房』群の
形成と，その理念を地域の生活にも反映させようという運動からつけられたイメージである。
　ミひむか邑．では「将来の希望として，参加企業のシステム的結合の媒体となり，内外活動の拠点
としてのセンターを設置し，附属施設として展示場・ゲストハウス・研修所が欲しい’4）」とし，当初
はメンバー増大・組織拡大を期待していた。現実には，逆に脱会者がでて組織が縮小してしまい，一
時ほどの勢いはなくなってしまっている。しかし，その希望はr綾国際クラフトの城』とrあたらし
き邑・綾酒泉の杜』の体験・実演工房という別の形で実現されている。
　r綾国際クラフトの城』は，昭和60～61年度にかけて事業費総額2億7，000万円をかけて建設され
た。町内各r手づくり工房』の作品が展示，販売されているほか，陶芸（ロクロ36台）と織物（機6
台）の教室が開かれている。建設は町が事業主体となって進められたが，運営は町活性化協会が行っ
ている。
　rあたらしき邑・綾酒泉の杜』は，町・農協・酒造（焼酎）メーカーの出資による第三セクターで
設立された。誘致企業の一つである酒造メーカーが出資しており，地域に根を張った誘致企業として
評価することもできるが，いわゆる観光施設であることから，住民の目にどう映るか議論のあるとこ
ろであろう。平成元年11月のオープンで，特産品展示即売場，ガラスエ芸，綾つむぎ，陶芸，木・竹
工の工房，手づくり工芸館，酒造資料館，大浴場，レストラン，宿泊施設などで構成されている。
　いずれの施設においても，手づくり工芸を体験できるようになっており，作品の展示即売が行われ
ている。ミひむか邑）N一が望んだような，参加企業相互の結合の場ではなく観光施設であり，若干趣は
異なるが，綾町の新しい顔になりつつあることもまた確かである。
　このように，工芸集団“ひむか邑。。の活動を契機として，「手づくりの里」という一つのイメージ
が形成され，評判の高い観光施設もできている。それは，町外から流入した人々のグループ活動によ
る，あるいはそれを契機とする地域振興の事例として貴重である。工房が一ヵ所に集中して，「工芸
団地」のようなものを形成せず，町内に点在することによって地域によく浸透したことも重要である
と思われる。
　以上が，綾町グループ活動の基礎的部分，町内住民の自治公民館と年齢層・性別の活動，町外から
の流入者による工芸集団の概要である。これで，綾町におけるグループ・組織活動をほぼ把握したこ
とになると思う。
　上のように，工芸集団は本研究のテーマである「グループ活動による地域振興」の典型的事例の一
つであるといえる。それでは，町住民の組織自治公民館活動は，どういう面で地域振興に関与してい
るのか。それは，ミ自然生態系農業．とミ照葉樹林．をめぐる運動の基礎単位となっていることにあ
る。以下，これらについて整理しよう。
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　5　ミ自然生態系農業推進、と「有機農業の町」
　（1）条例制定の背景
　最近，新聞等で綾町が話題となるのは，平成元年に「綾町自然生態系農業の推進に関する条例」
（以下「条例」と略称）を制定したことであろう’5）。当然のことであるが，突然「自然生態系農業」
が打ち出されたのではない。町は，昭和58年に制定した綾町憲章（5項目）の中で「自然生態系を育
てる町にしよう」と定めている。すでに町内780戸の農家のうち500戸が何等かの形で有機農業に関
わっており，大規模な（町ぐるみの）集団活動の一つと考えることが可能である。
　まず，条例制定にいたるまでの経過を整理しておきたい16）。
1）　三づくり運動
　綾町では，昭和42年より「三づくり運動」（健康づくり，明るい町づくり，意識づくり）を町政の
基調として推進してきた。中でも健康づくり運動は，昭和52年厚生省保健文化賞を授賞するなど，高
い評価を得ている。その健康づくり運動の一環に，栄養改善運動がある。
　この栄養改善運動として，昭和48年から「一坪菜園」奨励が行われている。これは，家庭菜園への
認識を深め，有色野菜の摂食をすすめるための「野菜種子」「ブロッコリー苗」の配布，および大豆
づくり運動（種子配布）である。前町長・郷田實氏の発案であるといわれているが，直接郷田氏から
話を聞く機会を得られなかったために，経緯について詳細にはできない17）。ただし，有機農業開発セ
ンター（後述）によれば，当時の綾町には野菜が少なく，町民の食生活改善のため，健康のための自
給野菜栽培促進策であったとされる。そして，家庭菜園レベルにおいてさえも，土への有機質投入量
が急激に減少していく中で，町長をはじめとして「健康のため」の自然生態系（有機）農業に関心が
高まっていったのである18）。
2）　土づくり運動
　綾町の経営耕地面積は720ha（水田359．1，畑178．5，果樹園164．2，その他樹園地18．2），農家戸
数は781戸（専業226，1兼164，H兼391）であり，農家1戸当たりの経営耕地は92．2aとなって
いる。1戸当たり面積は県平均（86．Oa）より若干大きく，専業農家率も28．9％で県平均（26．7％）
より高い（いずれも昭和60年センサス数値）。
　しかし，「平地は川の上流から運ばれた土，砂，れきが堆積した沖積地であり，丘陵は火山灰堆積
台地である。長い年月にわたる土地の侵食，土砂の流出等によって表土が洗い流され地味は痩せてい
る19）」という問題がある。町内を流れる2本の川（綾南川，綾北川）は，以前から氾濫を繰り返して
おり，それが前述した綾川総合開発事業を行う理由の一つともなったのであるが，土が軽いだけに川
の氾濫による表土流亡も激しかった。そのため，町では土づくり運動（客土，深耕，土壌有微生物）
を展開し，昭和59～61年の3年問r堆肥増産共進会』（反当投入量コンクール）を実施した。同コン
クールはユニークな賞品（個人賞は仔牛1頭，地鶏雛など，団体賞一自治公民館単位一は現金20万
円）を出し，町民全体の意識を高めた。これは，62年以降農協との共催で続けられている。
　また，町・農協・普及所で構成される「堆肥推進協議会」は，地区ごとに座談会を開催し，意見交
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換を行って意識向上をはかっている2°）。
3）　有機質肥料の供給施設
　各家庭し尿の農地還元が減少したため，町は貯溜槽を設置して農家が利用する便宜をはかるように
なった。しかし，農家の利用は激減し，昭和48年広域事業で宮崎市にし尿処理場を設置した。前町長
・郷田氏は「かねてから自然生態を守ることが大切とし，し尿の農地還元を機会ある毎に力説した。t
更には化学肥料のみの土壌でつくった農作物と栄養，また健康を守る立場からも有機質肥料を見直し
て行くべきであると訴え続けた21）」ことから，昭和52年度農業振興対策事業により「し尿液化装置」
を町内に設置することとなり，翌年完成した。
　家庭菜園奨励も郷田氏の発案によるとされたが，氏が早くから「自然生態を守る」「有機質肥料」
に注目していたことは，綾町の動きに欠かすことはできない点である22）。この「し尿液化装置」は，
し尿に酵素を反応させて高温酸化し液状無臭化し，液肥として農地還元することを目的とするもので
あり，「自給肥料供給施設」と名づけられた。年間2，500t程度を処理するが，処理費用は年間110万
円，1t250円で農家に販売され有効に農地還元されている。また昭和56年，農村総合整備モデル事業
により，農協養豚センター（肥育）の糞尿処理問題解決のため，「家畜糞尿処理施設」を設置してい
る（運営は農協）。こちらは固形肥料化装置であり，年間処理費用160万円をかけて16，400tほどを処
理し，農家に販売して売上85万円をあげている（昭和63年度事業実績）23）。
　さらに，町は昭和62年に「堆肥センター」と名づけられた家庭生ゴミの処理施設（生活雑廃コンポ
スト製造装置）を建設し，生ゴミを堆肥化して有効利用をはかっている。
　②　自然生態系農業推進条例
1）　「条例」制定契機
　上述のように，条例を制定せずとも，自然生態系（有機）農業をすすめる条件は着々と整い，実行
に移されていった。では，なぜ条例の制定が必要になったのであろうか。
　綾町の有機農産物販売は，町内の養豚農家6戸の農業生産法人ミ綾豚会．の活動を契機としてい
る。ミ綾豚会NNは，30～42歳の養豚農家6戸で構成され，母豚50～60頭を飼育する繁殖・肥育一貫経
営である。飼料の自家調達・配合に特徴を有し，昭和56年から北九州グリーンコープ（生協）と取引
をしていた。翌57年になると，その直販ルートに農協が中心となり町内産の有機産産物を加えること
となった。当初，まだ土づくりが完全でなかったため，ミ低農薬．農産物と表示しての出荷であった。
　その頃から，テレビ報道等により消費者の農薬への関心が高まり，綾町のミ低農rs。．農産物が注目
されるようになる。しかし，その評判の高まりが，小売段階における「他産地産の農産物」と「綾町
産SN低農薬．農産物」の混合販売という問題を発生させてしまったのである。急激な有機農産物への
関心の高まりに比べ，その生産量が不足していたことと，有機農産物，低農薬農産物というものに対
するきちんとした基準がないことが原因となった混乱である。
　すでにみてきたように，綾町の自然生態系農業は徐々に条件整備がなされ，町全体が取り組んでき
た一大プロジェクトである。それは，販売のための有機農産物生産ではなく，地域の自然生態系を大
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　図2－5　綾町自然生態系農業推進に関する条例の仕組み
町　民一一一一→自然生態系農業の推進施策への協力
　↓
生産者一一一→自然生態系農業の推進者
（自然生態系農業の基本計画）
：凝：工
基本技術
農地検査基準
管理用資材の使用基準
生産管理検査基準
（審議会）一（町長）一［］
〔農地検査〕＝＝＝＝・（農地）→（農地検査）→（指定農地） 生産者登録
　　　　　　　　　　　　　　　騰〕諜：竺卜一）…査
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（出　荷）
　　　　（資料）宮崎県綾町r綾町における自然生態系農業推進の概要』（説明資料）より抜粋
切に守り，町民の健康を守るということが目的であった。昭和58年，町は5項目からなるr綾町憲
章』を制定したが，その中で「自然生態系を生かし育てる町にしよう」と定めている。
　しかし，実際に町外の消費者に届く時には，生産者の気持ち，努力が正しく伝わらず，他産地産と
の混合販売という事態まで発生し，その対応策の確立が必要とされた。そうして打ち出されたのが，
綾町産有機農産物の差別化であり，それを可能にする明確な基準の制定だったのである。
2）「条例」と有機農業開発センター
　昭和63年6月に制定された「条例」は，上のような要請の中から生み出されたものである。その仕
組みは，図2－5に示すとおりであるが，次のような農地，生産管理状況の検査が中心となる。
　①　過去の管理状況から条件（堆肥施用，除草剤・土壌消毒剤不使用）を満たす農地のうち，申請
　　のあったものについて，農地検査（土壌分析，現地調査）を行い，合格した農地を3区分（A，
　　B，C）に分けて認定し「指定農地」とする
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（「指定農地」所有者が「生産者登録」を受ける）
　②　「指定農地」について，生産管理計画書や生産管理実績書に基づく生産管理検査（裁培状況，
　　現地調査，農薬残留分析）を行い，生産管理状況を3区分（A，B，　C）に分けて認定する。
　③　農地の認定区分と生産管理の認定区分から，3区分（A，B，　C）の総合認定を行い，生産物
　　に合格証票を交付する。
総合認定のAランクは，農地認定，生産管理認定の両方がAであったものだけに限られ，かなり厳し
い基準であるといえよう。平成元年10月の登録農地は120ha，登録農家は386戸である。同11月末段
階で，総合認定の合格証票受取農家数は114戸（農地は圃場単位に認定されるため，1農家で2区画
以上認定を受けている場合があり，圃揚単位では163件），A（金）27．0％，　B（銀）49．1％，　C（銅）
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23．9％となっている。
　この区分基準は，「綾町自然生態系農業審議会」（生産者・消費者・学識経験者・町・農協・農業委
員会）によって検討され，町長に答申されたものである。また，検査を実施するのが次に述べる「綾
町有機農業開発センター」である。
3）綾町有機農業開発センター
　農地や生産管理の検査を担当する有機農業開発センターは，平成元年設立され，所長（町から出
向），副所長（農協から出向），指導員5名（県農試・普及所・防除所等OB），事務員1名の8名で
構成されている。人件費は，町は指導員と毎年「委託契約」を結び，1年間の嘱託という身分で支払
っている。
　センターは，有機農業実践振興会の上部組織ともなっている。同振興会は，趣旨に賛同する農家
（実践者・実践予定者）を会員としている。各地区に支部があり，自治公民館活動とタイアップして
いる。このように，センターは実践振興会支部組織を通じて技術相談や普及活動を行うが，直接の技
術指導等は農協の部会組織を主体とし，混乱しないように調整をはかっている。
　まだ，「条例」制定，センター設置から日が浅く，それぞれの成果を検討する段階にはないが，す
でに「無理して総合評価Aランクを狙い，外観上問題がある生産物があり，市場評価を低下させてい
る」といった問題点がセンターでは指摘されている。また施設野菜など，無農薬・減農薬化が現状で
は困難な作物もあり，課題となっている。
　（3）産直・直売
　綾町は，「手づくりの里」「照葉樹林都市」「有機農業の町」を基調イメージとしていることは冒頭
に触れたが，農協は「有機農業の実践」と題した第4次農業振興計画の表紙に，「有機農業の町」「手
づくりの里」「産直・直売の町」と明記している24）。農協が，産直・直売に力をいれていることを示
している一つの事例といえよう。
　農協が昭和57年から北九州市の生協との産直に取り組んできたことはすでに紹介したが，59年には
「有機農産物直販消費者交流会（綾ツアー）」を町との共催で実施し，生産者と消費者の交流をはかっ
ている。グリーンコープ，およびその後販路に加わった宮崎県民生協，鹿児島県民生協への売上金額
は，63年度2億864万円である。
　また60年には，宮崎市に「農協直売所センター」を開設した25）。県内唯一の農協直売所であり，職
員4名，パート1名で運営されている。会員制で現在3，000人ほどの登録があるが，60年3，233万円，
61年8，652万円，62年1億168万円，63年1億2，365万円（精肉45．・9％，青果37．6％，加工食品11．4％，
牛乳3．8％，他）と，着実に実績を伸ばしている。
　生協産直と直販所が，農協販売総額に占める割合は11．8％程度であるが，安定し確実な販路とし
て，また綾町産農産物のアンテナショップとして今後に期待が持たれる。
6　ミ自然・歴史．と「照葉樹林都市」
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　（1）照葉樹林を守る
　綾町は，総面積の8割（7，609ha）が森林で占められている。国有林4，274ha，民有林が3，391ha
（県営1，518，町営310，その他1，563）であるが，国有林の62．0％は天然林である（昭和63年26））。宮
崎県の天然林の割合（34．8％）は，全国（60．0％）と比較すると低くなっているが，綾町の国有林に
占める天然林割合は，県内で北川町（66．5％）に次いで2番目に高い。
　この天然林は，タブ，シイ，カシなどの常緑広葉樹でおおわれているが，これら常緑広葉樹は葉が
厚く光沢があり，照葉樹とも呼ばれる。そして，常緑広葉樹が優占種となっている樹林を「照葉樹林」
と称するのである27）。
　この照葉樹林に，昭和42年民有林との交換（すなわち伐採）計画が持ち上がった。この計画に対し
て，町，議会，住民一体となった大反対運動が起きた。営林署長の説明からわずか1カ月の間に，議
会の反対決議，住民ほとんどの反対署名，反対期成同盟結成，国，県への陳情と，急速に反対運動が
展開されたのである。結局，県議会で反対請願が採択され，照葉樹林が守られたのである。
　そして，昭和57年照葉樹林は九州中央山地国定公園の一部に指定された。
　綾町の一体感は，この反対運動によって形成されたのではないだろうか。この運動が，以後の有機
農業推進等に大きく影響していることは間違いなかろう。町は，60年に「照葉樹林都市」の宣言をし
たが，それはこの照葉樹林と照葉樹林文化論28）による，単なる自然保護を超えた町づくりを背景とし
てなされたものである。また，「照葉樹林文化を考える」シンポジウムを開催し，樹林保護，生活文化
見直しを訴えている。
　（2）照葉樹林の活用
　照葉樹林を保存することには成功したが，綾町は町を，町の産物を，そして照葉樹林を広く知らし
めるため，樹林の中に2つの施設をつくった。「綾の照葉大吊橋」と「照葉樹林文化館」である。
　「町内に世界一か日本一を作らねばならない」ということで，昭和57年に完成した「綾の照葉大吊
橋」は，長さ250m，幅1．2m，高さ142m，歩道吊り橋としてはミ世界一、の高さを誇る。照葉樹
林そのものは咽本一．であるから，両方揃ったことになる。これだけでも，「綾」の名は有名にな
り，多くの観光客を集めるようになった。
　また，この照葉樹林の自然生態系や人間との関わりを展示紹介し，その価値や恵みを学習，理解す
るため29）の「照葉樹林文化館」が，「綾の照葉大吊橋」に隣接して開館した。
　これらの施設と，「手づくり工房」「国際クラフトの城」「酒泉の杜」「綾城」「有機農産物」などが
魅力となり，年間1～2万人程度だった観光入り込み客は50～60万人程度へ飛躍的に増加した。
　㈲　歴史を活かす
　1388～1615年，この地にあった山城「綾城」が，昭和59年に約600年前の室町期を忠実に再現して
復元された。内部は歴史資料館となっており，わが国最古の城を復元したものとして有名であり，綾
のミ日本一．の一つである。
　また，63年に移築・開館した「綾陽校記念館」は，明治6年に「綾郷校」として設立され，以後綾
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陽小学校，綾尋常小学校，綾尋常高等小学校，綾国民学校，綾小学校として使われてきた校舎を使っ
た歴史・民俗資料館である。
　両者は隣接しており，すぐそばに「綾・国際クラフトの城」もある。
　（4）競馬場と体験農園
　綾町では，明治45年から競争馬の生産が開始された。英国産や国内産の優良種牡馬も導入され，多
くの駿馬を生み出している。昭和6年に町内の錦原に競馬場が，37年育成場が完成し，現在サラブレ
ッドをはじめ約200頭が育成・調教されている。毎年11月には「綾ダービー」が開催され，多くの人
が訪れる。この「錦原競馬場」を中心に，周囲には馬事公苑，野球場，弓道場，サッカー場，テニス
コート等が配置され，スポーツ・エリアを形成している。
　「錦原競馬場」のダート・コースの内側が，「体験農園」として利用されていることはユニークであ
る。本来，「体験農園」は前節で取り上げるべきことであるが，町外の人を呼ぶものであることを考
慮し，競馬場の中にあるため，ここに含むこととした。正式には「土からの文化を楽しむ農園」と称
し，昭和58年269区画（1区画10㎡）が設置された。宮崎市の住民を対象に，有機質を十分に投入し
た土地を貸し出し，有機農業の体験を通して土からの文化を考え，自然生態系を守ることを理解して
もらうことが目的であり，「市民農園」「体験農園」「教育農園」といった複合的役割をもつものであ
る。土に有機物が十分入っていることや，競馬場の中にあるという特徴，市内から近いなどの理由で
評判は高いが，反面管理が大変であり，一時80a近くまで拡大したものの，現在は50aとなってい
る。
　7　小　括
　以．ヒ，綾町の地域振興，特に自治公民館を中心とするグループ活動，「手づくりの里」の契機ミひ
むか邑．，有機農業運動，照葉樹林の保存と活用に焦点を当てて概観してきた。短期間の調査であっ
たこともあるが，綾町の取り組みが多彩であるため，問題点を絞り深く掘り下げた報告ができなかっ
たことは残念である。
　しかし，一見多彩にみえる取り組みも，こうして整理することによって，いくつかの共通項やポイ
ントを抽出できるのではないだろうか。ここでは，以下の4点を指摘して，小括に代えることとした
い。
　第一は，照葉樹林保護運動という行政・住民一致協力の経験である。これによって，以後のさまざ
まな運動を一丸となって盛り上げる信頼関係が醸成されたように思う。行政や農協が，、どんなに一所
懸命になっても，提案したことに住民がついてこなければ実現は困難である。信頼関係がない場合，
町全体としての足並みが乱れて効果が半減する，或いは線香花火の如くしばらく火花を出しただけで
玉が落ちてしまうことになりかねないであろう。永続性のある対策は，その内容はもちろんである
が，どのくらい行政・住民・農協等にまとまりがあるかにかかっているように思う。
　第二に，自治公民館活動による集落のまとまりである。これは第一の点を補強する意味でも重要で
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あろう。役場や農協を発電所，信頼関係を送電線とすれば，自治公民館は変電所を担う。自治公民館
中心の地域自家発電的状態が，照葉樹林保護運動で広域的に結ばれたということでいえば，はじめに
自治公民館ありきである。有機農業運動も，自治公民館がなければ，今の姿にはならなかったように
思う。
　なお，社会教育主事の田之上克彦氏は，最近のグループ活動の問題点として，①勤務先と居住地の
活動の比重のおき方が異なる＝社会教育活動が困難になりつつあること，②指導者の養成が必要なこ
と，③居住地単位の社会教育活動は，生活に密着したものだけに人が集まる傾向がある，④自主性を
重視しているものの，実態は次第に自主性を失いつつある，ということを指摘されたが，自治公民館
活動も同様の問題点を抱えているものと考えられる。この点の解決は，今後の大きな課題であろう。
　第三は，役場，農協の積極的かつ協力的な地域振興に対する取り組みである。綾町がミ世界一．
ミ目本一。。とされる施設を持ったのはごく最近であるが，短期間のうちに，町外に胸を張って誇れる
ものをつくったこと，それも地域の自然や歴史を活かしたものであったことは重要である。またミ自
然生態系農業、。一も，儲かりそうだからやるというよりは，照葉樹林伐採計画による目覚めと，まず自
分たちの食生活改善や土を守ろうというところから出発している。こうした動きが，積極的に短期間
に集中して展開されたことが，結果的に町外の人々の関心を引くこととなったのである。
　そして第四は，前町長・郷田實氏という強力なリーダーシップを持ったアイデア町長がいたことを
挙げぬわけにはいかない。自治公民館活動をはじめ，本報告で紹介した取り組みには，ことごとく郷
田氏の考え方が深く関与している。もちろん，「郷田イズム」と呼ばれる指導性を6期24年間，支え
かつ協力してきた住民の意識・行動力も重要である。
　ところで，本報告では郷田氏を前町長と記してきたが，われわれが調査を行った際は現役町長であ
った。郷田氏の引退は1990年夏であり，当時の農協組合長・前田譲町長と元助役の立候補による出馬
断念であったといわれる3°）。この引退を，周囲は「ワンマン行政への町民の反発が引き金」と分析し
ているという3D。次々とアイデアを出し，強力なリーダーシップを発揮できる町長がおり，それを農
協やグループ化された住民が受け入れてこその地域振興であったことに間違いはないが，かなり一方
的に過ぎたのかもしれない。発電所→送電線→変電所→住民というルートに，逆の情報，アイデアの
流れがなかったために，発電量と電力需要量が大きく違ってきたということもできよう。
　なぜ，逆ルートに情報が流れなかったのか。発電所側からみれば，住民に元気がない，引っ張らな
いと動かないということになろうし，住民側からみれば，町外へ向いたことばかりでなく，もう少し
自分たちの生活に密着した地味なものから始めては，という意見にもなろう32）。そこでの変電所たる
自治公民館は，どんな役割を果たしてきたのか，自治公民館が与えられたことだけを実行する組織に
なってしまっていなかったかなどについて，検証する必要があるように思われる。
　綾町の事例から学ぶべき点は，まだまだあるといわざるを得ない。
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注：
1）『みやざきのむらおこし』1986年，宮崎県，88～89ページ。
2）r日本一住みよい宮崎県をめざして一宮崎県ふるさとづくり基本計画』宮崎県，1988年，31～32ページ。
3）　綾川総合開発事業とは，河川氾濫災害軽減のため，綾南川，綾北川上流に貯水池をっくり，それを活用し
　た発電事業，農業水利事業（用水補給・開田・畑地灌概）である。発電事業は，昭和28年に着工して35年竣
　工，農業水利事業は，45年完工した。
4）　綾郷土誌編纂委員会編：r綾郷土誌一綾町制50周年記念誌』1982年，282ページ。
5）いうまでもなく，「適正な人口規模」というものを具体的に概念規定することは困難である。「何に対する
　適正規模か」さえ定めることは難しい。ここでは，‘綾川総合開発事業’による一時的人口増加期と，過疎法
　の地域指定要件の基準年次（昭和35年）の一致を指摘するに止めたい。しかし，仮に「過剰な人口」の流出
　による「適正規模」化であったとしても，急激な人口減少があったことは事実であり，それによる問題を抱
　えるミ過疎。地であることに変わりはない。
6）　綾郷土誌編纂委員会編：前掲書283ページ。
7）　われわれが行った宮崎県地域振興課での聴取調査によれば，県内での自治公民館活動は全般的に活発であ
　り，綾町の活動も目立っているが，最も活発なのは諸塚村だとされる。
8）婦人会，青年団，壮年会等の歴史にっいては，前掲r綾郷土誌』を参考とした。
9）　「国際化へ向けミ英語村。町の活性化への挑戦」読売新聞（1987年3月31日夕刊）
10）綾郷土誌編纂委員会編；前掲書778ページ。詳しくは，山本陽三：「宮崎県rSAP』運動一緑の繁栄を
　　担って15年一」，r目本の農業一あすへの歩み』111巻，農政調査委員会，1977年参照。
11）「中年」と「壮年」はほぼ同様の意味である（三省堂r大辞林』）。
　　中年…青年と老年の問の年頃。40歳前後から50歳代後半あたりまで。壮年。
　　壮年…働き盛りの年頃。
12）　綾町教育委員会r平成元年度教育要覧』1989年，36ページ。
13）　ミひむか邑．については，過疎地域問題調査会r過疎地域のグループ活動事例集』昭和60年，12～14ペー
　ジを参照。
14）　同上書14ページ。
15）　例えば，次の新聞記事を参考。
　○朝日（1989年6月22日朝刊）「『低・無農薬』に自治体ブランドー岡山県と宮崎県綾町」
　○毎日（1991年3月3日朝刊）「有機農業に取り組む自治体一基準設け，独自のブランド」
　　ただし，上記の新聞報道においては，綾町が「条例」を制定し，有機農産物に対して明確な基準を打ち出
　したことだけが取り上げられているが，それが綾町「条例」の目指すところでないことは注意する必要があ
　ろう。
　　なお，綾町の有機農業への取り組みは，次書に詳しく紹介されており，合わせて参照されたい。
　荷見武敬・鈴木博・河野直践r有機農業一農協の取り組み』家の光協会，1989年，93～110ページ。
　荷見武敬『有機農業に賭ける』日本経済評論社，1991年，315～316ページ等。
16）本稿では，「グループ活動」の視点から行った，役場・農協等への聴取調査結果および資料を中心に経過
　を整理した。そのため，青空市場，価格補償制度等，特徴ある部分にっいて十分に触れていない。これにっ
　いては，上記の荷見・鈴木・河野著を参照されたい。
17）郷田氏の有機農業への老え方については，次稿を参照されたい。
　郷田實：「わが町の有機農業」生態系農業研究会編r生態系農業新時代』
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　楽游書房，1988年所収，128～134ページ。
18）　当初，町長の独走状態で，農協も農民もあまり関心を抱いていなかったとされる。
　郷田：前掲稿，131ページ。
19）　綾郷土誌編纂委員会編：前掲書2ページ。
20）荷見・鈴木・河野：前掲書105ページ。
21）　同上書588ページ。
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22）郷田：前掲稿，128ページ。
　　「自然とか自然生態系とかに頭を突っ込んでしまったのは昭和41年9月頃のことであったろう」とし，・契機
　を後述の照葉樹林伐採計画にあるとしている。
23）荷見・鈴木・河野：前掲書，104～105ページ参照。
24）綾町農業協同組合『第4次農業振興計画（平成元年度～平成3年度）』1989年。
25）荷見・鈴木・河野：前掲書102～103ページも参照されたい。
26）宮崎県林務部r宮崎県林業統計要覧』1989年。
27）照葉樹林とは，「常緑広葉樹を優占種とする樹林。亜熱帯から温帯に発達。日本では九州・四国・関東ま
　での沿岸部に分布。クスノキ・シイ・ツバキなどで，葉は皮質で光沢がある。常緑広葉樹林。」（三省堂r大
　辞林』）。
28）照葉樹林文化にっいては，さしあたり以下を参照されたい。
　　中尾佐助：『栽培植物と農耕の起源』岩波書店，1966年。
　　佐々木高明：r稲作以前』日本放送出版協会，1971年等。
29）綾町・綾町観光協会『綾・AYA』（パンフレット）
30）朝日新聞（1990年11月14目夕刊一西部版一）
31）　朝日新聞（1991年1月10日朝刊一西部版一）
32）朝日新聞（1990年11月14日夕刊一西部版一）参照。藤本弘による「綾の若者はエネルギーが足りなかっ
　た」という指摘等をもとに，郷田氏が次第に「裸の王様」になっていったのではないかと報じている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（竹本　田持）
第3節　過疎対策に関わる市民的集団活動一愛知県足助町一
　はじめに
　足助町は，愛知県の中央やや東北より，濃尾平野の名古屋大都市地域と三河山間地域の接点に位置
している。ここの過疎の特徴は，明治時代まで宿揚町として栄えた町が明治以降交通路の変化により
林業と材木の町に変わり，また戦後の高度経済成長期以降林業のみならず農業も衰退して，過疎に陥
った。しかし最近では，町内の紅葉の名所「香嵐渓」を中心にして観光産業に力点をおく町に変貌し
つつあり，伝統技術の継承と町民・観光客の体験を同時に実現するよう配慮された活きた博物館であ
る「三州足助屋敷」のような設備もでき，民間のグループ活動が発展して企業活動を行う「神越渓谷
観光センター」や「あやど民宿村」「民芸料亭一の谷」，また市民のボランチア活動または親睦団体で
ある「町並みを保存する会」「香嵐渓を愛する会」「足助の川を守る会」「木匠会」などの活動も特筆
される。
（1）過疎の実態と要因
　足助町は，県の中央やや東北よりに位置し，濃尾平野の名古屋大都市地域と三河山間地域の接点に
開けた，人口10，853人（昭和60年国調），面積ユ92平方㎞の町である。名古屋の中心部まで50km，
岡崎市に30km，隣接する豊田市市街地までは20kmのところにある。やはり森林の占める割合が高
く，87．5％に達しているが，谷筋に集落が点在する。
　足助町の人口の推移は，表3－1のように，昭和25年には1万7，000人のピー一クを迎えたが，昭和35
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表3－1足助町の人ロの推移
年次障帯判人・1一騰当・
大正9年
昭和5年
　　15
　22
　25
　35
　45
　　55
　　60
3，016
2，931
2，843
3，325
3，212
3，167
2，812
2，741
2，668
14，322
14，127
14，034
16，965
17，342
15，　704
12，171
11，031
10，　853
??????，?? ?。?
表3－2　土地利用状況（昭和55年）
農業用地
森　　林
原　　野
河川・水路など
道路用地
　　一般道路
　　その他
宅　　地
　　住宅用地
　　工揚用地
　　その他
　908ah
16，857
　391
340
（142）
（167）
197
（142）
（11）
（44）
4．7％
87．5
2．0
1．8
（0．9）
（0．9）
LO
（0．7）
（0．1）
（0．2）
その他 581 3．0
　国蜘査　　　　　　　　　総数．一一19・274　1°°・°．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「足助町商工会・地域ビジョン報告書」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　昭和57年
年から50年の15年間に30％近く人口が減少し，過疎地域となってしまった。
　比較的都市に近く便利な足助町がどうして過疎地域となったのであろうか。過疎の実態と要因を考
察していこう。
　足助町は，古くは三河と信州方面を結ぶ「中馬街道」とも呼ばれた伊那街道の要衝に当たる宿場町
として栄えた。「中馬」とは賃馬，中継馬という意味の馬による輸送機関のことで，農民が農閑期等
に野菜・穀物などの自家の産物を馬でつけだし，その戻りには塩・魚等を運搬して馬稼ぎをした習慣
が普及したことによっている。この街道は申仙道の脇道で，庶民の道であり，信州へ三河湾で産出し
た塩を「足助塩」として運び，信州からは年貢米，たばこなどを運ぶが，その平野部と山岳部の接点
の基地に足助が位置していた。明治になっても，他に先んじて明治23年に町制を敷いたように，三河
地方の経済の中心として栄えた。しかし明治40年代に国鉄中央線が開通して，足助は街道と宿場町の
機能を失って，衰退していった。しかし，その後は地場産業である薪炭・養蚕などの産業を基礎とす
る山間地域の農村を背景とした東加茂郡の政治経済の中心地として機能してきた（「足助町商工会・
地域ビジョン報告書」昭和57年，57ページ）。
　足助町が過疎に陥った第二の基礎的要因はその地勢の複雑さにある。この地域は南西部を延長した
末端部に当たり，山地は東北東に走る谷と，これにほぼ直行する谷とが発達して，山はそれほど険し
くはないが，大脳のしわのように谷が入り組んで非常に複雑な地形をなしている。そして町の全域が
山岳地帯で，表3－2のように，森林が87．5％にも及び，海抜700m以下の比較的平坦なところが三河
準平原と呼ばれ，集落や耕地はこのようなところや谷間の低地に発達している。このため交通は発達
することができず，逆にこのような複雑な地形が無秩序な乱開発を抑えてきたともいえる。
　次に足助町の産業別就業人口の推移をみると，表3－3のように，就業人口は総人口の減少にとも
なって，年々減少の傾向をたどっている。第一次産業就業者は昭和40年までは半数を占めていたが，
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表3－3　産業別就業人口 表3－4専兼別農家数
総　　計第一次産業第二次産業第三次産業 年　次
昭40
　45
　50
　55
　60
6，773　　　　3，387
6，686　　　　2，419
6，117　　　　　1，377
5，920　　　　　　858
5，751　　　　　　819
1，294
1，868
2，171
2，146
2，086
2，091
2，398
2，551
2，909
2，778
昭40
　45
　50
　55
総農家数
1，762
1，648
1，481
1，389
第一種兼　第二種専
業農家　　業農家
681　　　　　976
295　　　　　1，317
119　　　　　1，340
73　　　　1，262
資料：国勢調査（足助町「’82あすけ統計」） 資料：「足助町の農林業」（農林業センサス）
その後は急速に減少し，昭和55年には10％代になってしまった。戦前の足助町の農村部の主産業は薪
炭と養蚕で，昭和30年代までこの傾向が続き，足助町の産業は夏型農業と冬期の林業とが組み合わさ
れた「三河山間地農業地帯」としての性格をもっていたが，昭和30年代後半からの高度経済成長期以
後農林業の地位の相対的低下，燃料革命による薪炭への需要の低下，交通条件の改善などの社会的経
済的環境の変化の中で，となりの豊田市に発達した自動車産業地帯への就職のチャンスが増加し，伝
統的な山間地農林業が崩壊していった。そのあと野菜づくりと和牛の飼育とが導入されたが，これら
も養蚕とともに昭和42，3年頃壊滅してしまった。
　表3－4は，専兼別農家数の最近における変化を示したものである。昭和40年から50年へかけて，
総農家数も専業農家も第一種兼業農家も減少し，第二種兼業農家が増加した。
　足助町の商業は，江戸時代以来，伊那街道の要衝として栄えた歴史をもっているが，現在では町内
の近隣消費に対応する機能に限定されている。足助町の中心商店街は旧中馬街道に沿った古い町並み
をなしているが，狭い通りのためにモータリゼーションの進行に対応して，駐車揚が十分に整備され
ていない。買い物の多様化・広域化に対応して，業種の混在，商店密度の面から買い物揚所として店
舗の集積が低い。顧客を吸引するスーパーなどの核的な店舗が立地していない。また，現在の商店は
老朽化してきているが，町並み保存運動との関連の下で，商店街の近代化を進めるのが困難である。
このような問題を抱えている足助の商業は今や転換期にさしかかっているといえよう。
　以上のような，条件によって足助は過疎の町となっているのである。
　（2｝足助町の観光の実態
　足助町を過疎から脱出させる産業は観光にある。
　すでに述べたように，谷間が入り組んで複雑に入り組んだ山地にあるという条件は高度経済成長期
に従来からの農業，林業，商業にマイナスの作用をなし，過疎現象を招いたのであるが，この条件は
逆に観光にとっては有利な条件として働く。足助町は西三河山間観光レクレーション・ゾーン，愛知
県国定公園の中心として内陸型レクレh一ション基地として山岳性自然資源，文化民俗資源，スポーツ
・娯楽資源など観光資源を豊富にもっている。
　このような観光資源のうち，特に「香嵐渓」は全国的にも名を知られた観光資源といえる。それ
は，寛永11年（1634年）に香積寺第11世参栄禅師が巴川の河畔に信仰の印として数百本の楓と杉とを
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植樹したのが発端だと言われる。大正12年には町当局が巴川の両岸に河岸遊歩道を整備し，青年団・
在郷軍人会が協力して両岸に楓・桜の大増植を行なった。その後，昭和5年には，この地帯を「香嵐
渓」と命名し，本格的な観光地造成につとめた。昭和9年，12年には楓の補植を行って，その後，数
千本を数えるに至った（「足助町誌」による）。このようにして東海地方随一の観楓・観桜の名所とな
った。
　戦後の足助町の観光は，従来の足助町近在の人々のための遊園地型の観光から，付近の名古屋市を
はじめとする都市の人々がエネルギーを回復し，人間性を取り戻すための休養の場，そしてレクレー
ションの場としての自然休養村型の観光への変化を遂げてきた。
　足助町の観光は，他の産業が不振な中にあって過疎をくい止めうる産業とみなすことができる。そ
して足助町のシンボルである香嵐渓を中心に「三州足助屋敷」「愛知いこいの村」「東海遊歩道」など
の公的施設，「三足グリーンファーム」「神越川の鱒釣り」をはじめとする観光農業・観光水産業，「あ
やど高原民宿村」「蛇センター」「民芸料亭一の谷」などの民間施設，など多様な観光施設がみられ
る。そしてこれらを訪れる観光客は，年間延べ120万人にも達している。このうち最も観光客の多い
のは香嵐渓で49万6，000人に達し，10月から11月の紅葉のシーズンに年間のほぼ4割の人々が訪れ
て，道路の交通渋滞も生ずるという。
　（3）地域振興に関わるグループ活動
　足助町における地域振興に直接関わるグループ活動のなかで特徴のあるものを挙げると，「町並み
を守る会」「香嵐渓を愛する会」そして町ぐるみで足助川と巴川の2つの川を毎月第1日曜に掃除を
する「足助の川を守る会」のように会員の任意性とボランティア活動に力点をおいたものと，職業別
の集団ともいえる「木匠会」のような団体，そしてグループ活動から営利を求める法人へと発展して
いく「神越しセンター有限会社「あやど民宿村」「民芸料亭一の谷」，そして町役場の指導の下に補助
金をえて建設され，第三セクターで運営される「三州足助屋敷」などがある。このうち若干の例を取
り上げてみたい。
①柵丁並みを守る会」
　足助町は，江戸時代には信州と三河を結ぶ，塩の道である中馬街道の町として栄えた。足助川沿い
に約2kmにわたる古い商家の町並みが現存している。ここに昭和50年に「足助の町並みを守る会」
が結成された。この会の目的は単に伝統的建造物群だけを保存するのみでなく建物の保存を通じて足
助町の美しい自然と永い歴史を大切にし，特徴のある潤いのある新しい町づくりをしたいということ
であった。この会はさらに発展して，昭和53年4月に，全国町並み保存連盟という全国組織ができ
て，それが主催する「全国町並みゼミ」の第一回開催地が足助町であった。
　この会の会員は，中心市街地800戸のうち約450名が会員となっており，会の役員は会長1名，副
会長1名，庶務1名，会計1名であり，会費は年500円，町から20万円の補助がでている。そして町
並みや足助の歴史の勉強をしたり，「町並みかわら版」という機関誌を年に3回発行している。ただ
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しその事務は町役場に依頼している。また「全国町並みゼミ」へ役場からマイクロバスを仕立てて貰
って，10～12名が毎年参加しており，1990年で1／回を数えるにいたっている。
　この会は，町役場が後援し，かなり力をいれているのは事実であるが，市民の自発的組織であり，
活動であるという性格をもっている。また，その会の事業として，文化庁から伝統的建造物の保存地
区の選定をえて，「中馬館」という町立の展示資料館を会員が借金の肩代わりまでして町費で建設し
た。そのほか，豊田信用金庫足助支店の改築に当たって，洋風ビルでなく，黒瓦・格子付きの自壁造
りという昔の両替え風の建物にした。また，体育館と公民館を併設した。トレーニング・センターも
建設した。さらに，電柱をなくして地下ケーブルにしたり，防火設備を設置したり，下水道事業をも
計画している。
②　香嵐渓を愛する会
　香嵐渓周辺の店舗（料理飲食，電気商など）で組織している。以前は売店組合であったが，昭和50
年から「香嵐渓を愛する会」となった。
　会員は11名，他に準会員2名がおり，会長1名，副会長2名，庶務，会計，会計監査，各1名で，
年間10回くらい会合をひらくが，その会合は役員の家で行われる。会長は選挙で選び，任期2年であ
る。総会は1回，臨時総会1回が普L通である。会費は年払いで正会員6，000円，準会員3，000円とな
っている。
　その主な事業は，11月の日曜祭日の翌日，都合4回，桜並木に紫陽花や桜の苗木を植える活動をし
た。その他，売店で売る商品の価格を協定したり，宮町発展会と共に共存事業を行ったりしている。
会費の使途は，主として桜の苗木・紫陽花の苗木を購入するのに当て，町役場などの補助はない。
③　木匠会
　足助町は，87％までが森林で，スギ，ヒノキ，マツなど良質な材木を産し，伝統的な木造技術をも
た大工職人が多く存在した。木匠会は，要するに，伝統的な在来工法を生かそうとする大工さんの会
である。
　昭和60年，61年に町営住宅を建築するに当たって，当初8名で展示住宅の建築に当たったのに由来
する。そして足助屋敷に出店を出し，木造住宅研究会を作った。それを「木匠会」と称した。現在
は，会員17名，準会員4名である。研究の視察をしたりして，今は親睦団体となっている。
　また，このメンバーと大工が集まり，森林組合，製材協同組合，農協と結合して，町役場の指導を
受けて第3セクターで，「株式会社フォルクス」が昭和60年にスタートした。建て売り住宅を建築し，
分譲している。現在は順調に伸びているが，悩みは後継者がいないことである。なお，「足助町建築
同業組合」があるが，これは別の組織である。
④　神越渓谷鱒釣り場
　複雑な地形を利用して，「神越渓谷鱒釣り場」が昭和44年にオープンしている。これは，足助町の
東のはしの御内蔵連集落の神越渓谷に鱒などの養魚揚を設置し，一部渓谷に放流して観光客に鱒釣り
をおこなわせるものである。
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　この地域は，もともと平担地が少なく，地域に働き場がなかった。昭和40年当時，豊田自動車が急
成長し，臨時工の採用を始めた。かつては29戸の部落のうち，持ち山をもたない人は豊田に働きに出
て，半数が通勤するようになった。そして夏の仕事がないため若い人が次第に村外へ流出する傾向が
続いた。そこで何とか若いものを引き留めたかったので，渓谷を利用して河の合流点で鱒釣りを主体
に，食堂を経営することを思いついた。
　部落の全員の賛成が得られなかったため昭和44年有志7名でまず，釣り場をオープンした。そして
昭和48年2次募集で3名が応募し，途中やめた人が1名いるため，現在は9名である。はじめ組合形
式をとったが，現在は株式会社の形態をとっている。投資は3億5，000万円，うち半額が町の補助で
ある。その後宿泊所の建設，見合橋の建設，遊歩道や駐車場の整備，公衆便所の整備など施設は次第
に整ってきた。社員は9戸，家族をいれて16名，うち女性7名であるが，これ以上社員を増やすこと
は適当でないと考えられている。男は月給制，女は日給制で，平均35万円くらいは稼ぐ。ただし夏場
はアルバイトを毎日3名，名古屋方面から雇う。
　夏場の日曜は1，500名のお客がある。当初は旅館もやったが，採算があわなくてやめた。主体は鱒
釣りであり，池を作り養殖もやり，40トンの出荷をする事ができるようになった。このほかアマゴ，
イワナ，鱒（虹ます）も導入している。そして収益も伸びてきた。
　社員のチームワークは非常によい。県の試験場に指導を仰いでいる。このほかに多摩川の見学に行
ったりして技術を磨いている。問題は後継者がいないことである。昔は長男があととりであったが，
現時は長男でも村を出る。もう一つの悩みは，客のマナーが悪くなってきた。グループできてただで
遊んでいこうとし，地域のみなさんに迷惑をかけていることであり，また，交通量の少ないところ
で，道路をなかなか改良してくれないことであるという。
⑥　三州足助屋敷
　町内の紅葉の名所「香嵐渓」の近くにあるr三州足助屋敷』は，一種の郷土博物館であるが，古い
時代の農家や民家を移築して資料を展示するだけでなく，手仕事や手芸に秀でた炭焼・鍛冶屋・桶屋
・下駄屋・ワラ細工・紙すき・機織り・製籠・漆塗り・傘屋・醸造・木工など12業種にわたって老人
の職人を集め，実際に手仕事を実演してみせる活きた博物館である。伝統技術の継承と町民・観光客
の体験を同時に実現するよう配慮され，また伝統技術を持つ高齢者にとってのミ生きがい．の場とも
なっている。
　昭和55年4月に開館したが，それ以来，年間10万人位の入館者があり，1億2，000万円から1億
5，000万円の収益を挙げている。これは，理事長が町長で，事務長が産業観光課長である「足助町緑
の村協会」という任意団体による，いわゆる第三セクターで経営管理されている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（長谷川　昭彦）
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第4節　過疎地域における営農組織と趣味の会一北海道音威子府村一
1　北海道の過疎地域概況
　北海道には32市156町24村の計212市町村あるが，そのうち8市114町24村の計146市町村，実
に68．9％が過疎地域に指定されている（過疎地域振興特別措置法）。全国3，253市町村のうち過疎地域
は1，157市町村で，その割合は35．6％であり，北海道は過疎地域の占める割合がきわめて高い’）。も
ちろん，都道府県レベルで全国一の過疎地域市町村数を抱えている。
　支庁別にその割合を見れば，桧1」』支庁の90．0％を最高に，留萌88．9％，上川87．5％，空知85．2％，
後志80．0％と続き，内陸の稲作，林業，産炭地域と，日本海沿岸が高い割合を示している。逆に，根
室支庁のみは過疎地域市町村が存在していない。市町村数（5）が少ないこともあるが，遅い入植地
域であることと，過疎法における人口減少率計算の期間の関係から要件に該当しないためである。
　人口の推移をみると，全国の過疎地域平均よりも高い割合で人口減少を続けており，昭和35年から
60年の25年間に45．8％，およそ半分の人口になったことになる。過疎地域の中で，国勢調査人口が50
t－　55年，55～60年と連続して人口増加を示し，人口減少に歯止めがかかったと思われる市町村は，渡
島支庁の知内町，上川の東神楽町，網走の端野町の3町に過ぎず，これらはいずれも中核都市近郊の
ベットタウン化や企業進出の行われている地域である。逆に55～60年においても減少率10％以上を続
けているのは23市町村を数え，炭鉱の閉山合理化や木材不況による林業・林産業の衰退，日本海沿岸
の漁業不振などが要因であるとされている2）。
　高齢者（65歳以上）人口比率は，北海道全体が9．・7％（60年，以下同じ）と全国的にみて低い数値
を示していることもあって，過疎地域だけの13．6％は全国の過疎地域平均17．0％よりも若干低い。し
かし，高齢者の増加率は昭和35年以降一貫して全国の過疎地域平均を上回り，35年の高齢者比率を
100として60年の比率を指数化してみると，北海道316に対して全国過疎平均が246である。それと表
表4－1地域生活経済圏ごとの人ロ
（単位：千人，％）
圏域名
区分
??????? ?」?? ﹇ ????
中核都市
??????
過疎地域
35年　　60年
142
888
510
219
161
88
92
412
267
124
102
49
　全　　　　体
35年　　60年
　587
2，495
1，005
　　　1　447
　365
3861
　575
3，217
　857
　383
　373
　413
増減率（60／35）
過　疎　　全　体
△35．2
△53．6
△47．6
△43．4
△36．6
△44．3
△2．0
　28．9
△14．7
△14．3
　2．2
　7．0
（注）　1．国勢調査による。
　　　2．圏域には重複する市町村があり，圏域の計は全道総人口には一致しない。
（資料）r北海道地域活性化方針一平成2～4年度』15ページから引用，加筆
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裏の関係にあるが，年少人口（0～14歳）の減少率は35年以降一貫して，生産年齢人口（15～64歳）
の減少率は40～45年以降，全国の過疎地域平均よりも高い。
　産業別就業人口は，昭和35～60年の25年間で，第一次△60．3％，第二次△35．0％という減少に対し
第三次は8．7％増加した。しかし，全国過疎平均は，第一次は△63．　2°／。の減少であるものの，第二次
は28．8％，第三次は23．7％と増加しており，大きな違いがある。北海道の場合，産炭地に過疎地域が
多く，第一次産業の人口減少を第二次，第三次の増加で吸収するという産業構造の一般的な変化がみ
られなかったと分析されている3）。
2　地域経済圏と過疎地域活性化対策
　（1）対策の基本方向
　過疎地域対策は，昭和45年の過疎地域対策緊急措置法から55年の過疎地域振興特別措置法を経て，
平成2年4月より過疎地域活性化特別措置法が施行されている。新法を受けて，北海道は平成2～6
年度の過疎地域の基本となるr過疎地域活性化方針』を策定した。この中で打ち立てられている過疎
地域活性化の基本的考え方を整理しておくこととしたい。
　まず，過疎地域の現状から，今後の地域対策について「地域に育ちつつある活性化の芽を大切にし
ながら，地域に住む人々が，自らの地域に誇りと愛着を持ち，そこに住むことに喜びを感じ，将来に
希望を持って定住しようとするための条件整備を進めることが必要であり，地域の産業を育て，若者
に魅力ある雇用の場を確保しながら，都市的で快適な生活環境をつくっていくとともに，高齢者が生
きがいを持ち，安心して生活できる環境を整え，地域の活性化を図っていくことが重要である4）」と
している。
　そのために必要なこととして次の5点をあげ，その実施に当たって「地域の特色・個性を生かす」
「地域の自主的，主体的取り組みを最大限尊重」「広域的，戦略的，重点的」に行うようにすること
が強調される5）。　　　　　　　　　　　・
　　①　農林水産業，地場産業，観光産業等の産業振興
　　②　生活環境，教育文化施設の整備拡充
　　③　高齢化に対応した福祉，医療の充実
　　④　交通ネットワーク整備
　　⑤　各種イベント等，地域の活力や魅力を育てる取り組み
　具体的には，北海道新長期総合計画で示された6つの「地域生活経済圏」単位に活性化が図られる
ことになる。
　（2）地域生活経済圏別の活性化方向
　以下，道庁における聴取調査およびr方針』の記述から，それぞれの圏域ごとの過疎地域分布の特
徴，活性化の方向を整理しよう。なお，第一次産業および観光の振興については各圏域に共通する事
項であり，特に特徴的なものを除いて省略する（「」内は主要な地域プPジェクト名）。
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1）道南圏
　く過疎地域〉函館市周辺を除き，目本海沿岸，内陸部のほぼ全域に分布。
　○道立工業技術センターを中心とする過疎地域の地揚産業技術高度化
　○青森との結びつきを核とした観光（青函圏）
　　　「海と歴史と国際性が生きるミみなみ北海道観光プラン。」
　　　「青函経済文化圏の形成」
2）道央圏
　く過疎地域〉札幌市周辺や太平洋沿岸地域を除き，産炭地域や日本海沿岸地域，内陸稲作地帯を中
　　　　　　　心に広く分布。
　○日本海沿岸：栽培漁業
　○日高地方：軽種馬の里を核とした観光・交流
　○産炭地域：リゾート地整備・点的施設の関連化
　　　「ニセコ国際健康文化都市構想」「田園地域産業都市ゾーンの形成」
　　　「日高リフレッシュ・リージョン構想」
3）道北圏
　く過疎地域〉旭川市周辺やオホーツク海沿岸の一部を除き，圏域全体に分布。
　　　過疎地域市町村率が最も高い。
　○オホーツク海沿岸：ホタテ貝養殖（猿払村の成功）
　Ol」」村（山間）地域：臨森林型観光（木を核とした村づくり）
　○南部地方：大規模リゾート開発（富良野市，占冠村，新得町）
　　　「国際山岳リゾートの形成」「オロロン・オホーツク自然観察行動圏」
4）　オホーック圏
　く過疎地域〉北見，網走市などを除き，圏域全体に分布。
　○沿岸部：豊かな資源を生かした遠洋・栽培漁業
　○内陸部：森林地帯。臨森林型観光（木を核とした村づくり）。新しい木材加工が出てきている（例
　　　　　　えば，置戸町）。
　　　「水産業高度化プラン（オホーツクマリノプラン）」
　　　「ミふれあいの旅．．オホーツクロードプロジェクト」
5）十勝圏
　く過疎地域〉帯広市周辺を除き，圏域全体に分布。
　○畑作中心で農業所得の伸びが顕著
　○農業に対する投資が継続的
　○規模拡大が進む＝過疎化
　　　「国際むらの形成」「山岳と大平原を生かした観光圏の形成」
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6）釧路・根室圏
　く過疎地域〉元々人口密度がく疎〉であり，市町村比率が最も低い。
　○比較的遅く入植した地域
　○生産性の高い酪農経営が比較的多い
　　　「高生産性酪農モデル基地（酪農トピアモデルランド）の形成」
　　　「ビックワールドミ大自然ふれあいリゾート。。構想」
以上のような圏域の中で，今回は過疎地域市町村が域内全市町村に占める割合が最も高い道北圏の
おといねつぶ音威子府村を調査対象とした。
3　北海道過疎地域のグループ活動
　北海道企画振興部地域振興室地域振興課では，道が実施する人づくり事業に参加したメンバーの属
するグループ，および今後地域おこし活動に参加が期待できるグループについて各支庁ごとに調査を
行い，r村おこし・町おこしグループ市町村別一覧』としてとりまとめている。ここでは全部で627の
各グループを，A講演会等の企画実施，　B特産品の開発研究普及，　Cイベント企画実施参加，　D文化
・スポーツ・芸能活動，Eその他の5つに分類し，名称，代表者，所在地，結成目的，活動内容等を
紹介している（一つのグループが複数の類型に属している揚合があるので，各類型ごとのグループ数
の合計は総合計と一致しない）。ほとんどが市町村単位のグループであるが，6つだけ広域的に組織さ
れているものが含まれている。ここでは，市町村単位のグループ621について整理しよう。
　過疎地域（旧過疎法一過疎地域振興特別措置法一による）146市町村にあるグループ活動は368で
あり，一市町村あたり2。52グループとなる。一方，非過疎地域市町村には253，一市町村あたり3．83
表4－2北海道の村おこし・町おこしグループ
A　講演会等の企画実施
B　特産品の開発研究普及
C　イベント企画実施参加
D　文化・スポーツ・芸能活動
E　その他
過疎地域
グループ数割合
12
61
104
50
169
3．3
16．6
28．3
13．6
45．9
非過疎地域
グループ数i割　　合
16
39
73
25
118
合　計（類型重複が含まれる）
6．3
15．4
28．9
9．　9
46．6
368 253
市町村数（グループなしも含む） 146 66
一市町村あたり平均グループ数 2．52 3．83
（注）　類型が重複するグループがあるため，各類型の合計はグループ数の合計と一致
　　　しない。「割合」はグループ合計数に対する当該類型グループ数である。
（資料）　北海道企画振興部地域振興室地域振興課r村おこし・町おこしグループ市町
　　　村別一覧』をもとに算出
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グループあって，人口が多いことにもよるが非過疎地域の方がグループ結成数は多くなっている6）。
グループの数だけによって地域の動きが活発であるかどうかの判断はできないものの，過疎地域の方
が非過疎地域に比較して1グループ以上少ないことは残念に思える。ただ人口比でみれば，過疎地域
1，058，847人（昭和60年国調人口），非過疎地域4，620，592人であることから，過疎地域は非過疎地域
に対して1／6以下の人口で1グループを擁iしている（逆にみれば人ロー人あたり6倍のグループ数と
なる）ことになり，むしろ活発であるということもできよう。グループ構成員数が明らかでないの
で，その規模について論じることはできないが，類型別構成比によって簡単にその特徴をみておこ
う。
　表4－2に示すように，その他の占める割合が高く厳密な比較はできないものの，いずれもイベン
トの企画・実施・参加を行うグループの割合が高くなっている。また過疎地域においては文化・スポ
ーツ・芸能活動グループが，非過疎地域においては講演会等の企画実施グループが，それぞれに対し
て高くなっていることが指摘できよう。過疎地域で講演会等の企画実施グループが少ないのは，人口
の多い非過疎地域のようには講演会等参加者を多く期待できず，意欲をそがれてしまうからであろう
か。それに比較して，文化・スポーツ・芸能活動は，愛好者が定期的に集まる必要があり，住民相互
につながりが強い（と思われる）過疎地域の方が成立しやすいとみるべきか，あるいはこうした種類
のことは非過疎地域ではあえてグループを作らなくとも，サービス産業・レジャー産業等からの提供
で満足できるからであろうか。詳細に調査を行えば，有益な示唆を得られるように思われる。
　図4－1で支庁別にみると，講演会関係グループは胆振，日高，石狩，上川，空知，日高等で高い
割合を示し，文化・スポーツ・芸能関係グループは釧路，網走，上川等で高くなっている。また，特
産品関係グループは綱走，釧路，留繭，上川で，イベント関係は宗谷，渡島，根室，日高，胆振，釧
　　　　　　　　　　　図4－1支庁別の村おこし・町おこしグループの割合
　　　　　8・彰
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（資料）
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　石狩渡島檜山後志空知上川留萌宗谷網走胆振日高十勝釧路根室
　　　　　　　　　　　　　　　　支　庁　名
北海道企画振興部地域振興室地到振興課r村おこし・町おこしグループ市町村別一覧』より
箕出・作図
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路等で高くなっている。
4　調査地域一音威子府村一の概要
　音威子府村は，北海道北部，旭川市と稚内市のちょうど中間地点に位置する面積274．54km2，人口
2，068人（昭和60年国調）の小さな村である。明治37年初めて開拓の鍬が入り，翌38年から明治末ま
でに200戸程度が入植した。大正元年鉄道が通じるとともに開拓が進み，大正5年中川村から分村し
て常盤村（現在の音威子府村の旧称。昭和38年改称）が誕生した。入植農家は，主食かつ澱粉原料と
しての馬鈴薯生産を主とし，小規模澱粉工場も多数存在した。また，村面積の8割を占める森林で林
業が，昭和初期には酪農が導入され，以後畑作と酪農，林業の村として発展してきた。
　天塩川の水運に始まり，本村は古くから道北部と内陸部を結ぶ交通の要衝であったが，大正11年に
は天北線，15年には宗谷本線が開通し，村の玄関口音威子府駅が両線の分岐駅となり，また稚内方面
への国道40号線と浜頓別方面への275号線の分岐点でもあって，鉄道，道路両方の「分岐の村」1とし
ても栄えることとなった。しかし，平成元年4月末に天北線が廃止され，現在は宗谷本線の途中駅と
なっている。
　村内には天塩川が南北に流れ，その周辺に農地が広がっている。村内は，役場周辺の音威子府地
　　　　　さつくる　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　かみおといねつぶ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　おさしま区，南部の咲来地区，北部旧天北線沿いの上音威子府地区，西部宗谷本線沿いの箴島地区の，大きく
4つに分けることができる。音威子府地区は役場と音威子府駅を核にした行政，教育，商業等村の中
心部，咲来地区は村の畑作農業の中心地，上音威子府地区は酪農の中心地である。箴島地区は畑作等
もあるが，後述する故・砂澤ビッキ氏のアトリエがあった場所であることから工芸関係の重要拠点と
なっている。
　村内の土地利用状況は表4－3の通りであり，森林が総面積の85％以上を占めている。その森林も，
村有林，民有林はわずかであり，ほとんどが道有林，北海道大学演習林で占められている。森林面積
を林種別にみると，天然林が60．5％を占め，人工林が8．8％，無立木地6，6％，その他24．1％（昭和63
年度r北海道林業統計』1989年）で，全体としての人工林率は低くなっているが，それは民有林につ
いても同様であり，森林を守りつつ林業従事者の生活安定をはかるため，今後の利用方法が課題とさ
れている。
表4－3土地利用状況 （ha，％）
合副農地（畑）隣捌宅副その地
　27，454
（構成比％）
1，517
（5．5）
23，492
（85．6）
　64　　　2，381
（0．2）　　　　（8．7）
　　i
　　　　　北大演習林道有林（森林内訳）
（ha）
村有林　民有林
7・・686u・4・・418「428960
（資料）音威子府村r村勢要覧（資料）』，1987年
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　農業は，濃家戸数66戸で，専業32戸，1兼26戸，r［兼8戸の内訳となっているが，農協によれば専
業農家の1／3は高齢者のみの農家であって，村農業の主力は20戸程度とみられている。すでにみたよ
うに本村は畑作と酪農を中心としており，馬鈴薯，ビート，牧草，デントコーン等の作付を主体とし
て展開してきた。馬鈴薯は澱粉用が主であり，一時村内に60ヵ所以上の澱粉工揚があった時期もある
が，35年ほど前に農協の工場に一本化されて現在にいたっている。馬鈴薯はそれほどでもないが，ビ
ートは連作障害が出やすく，以前から輪作体系確立の必要性が指摘されてきたが，まずバーク堆肥施
用を中心とする土づくりへの取り組みが行われ，その後小麦，ソバ等の導入によって「馬鈴薯一小麦
一小麦一ビート（or馬鈴薯）」といった輪作体系を確立しつつある。
　そのため近年小麦，ソバ，小豆等の作付が増加し，その分馬鈴薯，ビートが減少してきている。平
成2年の作付面積は，馬鈴薯100ha，ピー一ト65ha，小麦116ha，ソバ140ha，小豆70ha（農協コメント
による）であり，最近の作付面積変化は激しいものがある。というのも，輪作体系確立のために本格
的に小麦導入を実現したのは昭和61年，ソバの導入は63年だからである。特にソバは，63年0．5ha，
平成元年35ha，2年140haと急速に拡大している7）。一方，小規模な農家においてスイートコーン，
カボチャ，食用馬鈴薯の作付が増加しつつある。
　酪農は，導入以来戸数の変動はあるものの拡大基調にあったが，近年は停滞傾向にある。現在30数
戸であるが後継者のいない農家が多く，今後10年程度で半数になるものと予想されている。畜産関係
では，酪農以外に緬羊（サフォーク種）の飼養が一部で行われている。少頭数の飼養農家が4戸ある
が，農協が経営』する音威子府牧揚（500ha一酪農関係が主）においても50頭程度が飼育されている。
これによる肉は村内消費，羊毛は後に触れる工芸「ゴブラン織」用原料の一部として利用されてい
る。
　産業関係として最後に観光に触れておこう。率直にいって，本村の観光地としての知名度は低い。
村内の主な観光関係施設は，「住民保養センター（天塩川温泉）」と「村営音威富士スee・一一場」の2つ
だけである。いずれも役揚主体で，民間は関与していないといってよい。しかし，近年「天塩川温
泉」にいわゆる役場直営宿泊施設とは趣を異にする新館が完成し，宿泊者数は増加している（旧館と
比較すると歴然とした差がある）。交通の要衝としての有利性を活かし，稚内や浜頓別方面へ向かう
観光客を足止めすることを目指し，現在努力途上にあるといってよいだろう。木工芸が盛んな村とし
て，土産物は豊富にありそうだが，現状はまだまだ未開発状態であり，今後の大きな課題であると思
われる。
5　過疎化の経緯
　音威子府村は，大正後期以降4，000人前後の人口を維持し続けてきたが，「昭和40年（3，970人）頃
から農業構造の変革による離農，ならびに鉄道の合理化等により急速な人口減少8）」を経験し，40～
55年の15年間に47．　1°／・の人口が流出した。特に，40年～45年の5年間は28．5％の高い人口減少率を記
録し，単純に割れば1年間に226人つつが村を離れたことになる。昭和60年の農家人口が276人であ
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表4－4　音威子府村および北海道の人口推移（人・％）
牽も』一ﾒ 40年　45年　50年　55年　60年
音威子府村　人口
1人口増減率
3，886 3，970
十2．2
2，839
一28．5
2，552
一10．1
2，100
一17．　7
2，068
一1．5
道過疎地域計の人口増滅率 1　－12．1　　　　－17．5 一15．0　　－6．4 6．1
北海道全体の人口増減率 十2．6　　十〇．2　　 十3．0　　一ト4．5　　十1．9
（注）　国勢調査人口
（資料）音威子府村『村勢要覧（資料）』，1987年
　　　北海道企画振興部地域振興課『過疎地域振興対築の概要』，1990年
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り，村の主産業と位置づけられている現在程度の農業を営む農家が毎年丸ごと消えていくような状況
であった。表4－4には国勢調査人口のみを示したが，役場資料によると，住民基本台帳で平成2年
8月末現在1，562人となっており，昭和40～平成2年の25年間で60．7％の人口減少率である。特に，
最近5年間の人口減少率が24．5％と大きなものになっていることは，人口流出が鎮静化するどころか
高度経済成長期に逆戻りといった感もあり，事態は深刻である（図4－2，4－3）。
　人口減少の要因については，上記にみたように離農と鉄道合理化が指摘されている。農家戸数は，
昭和40年の227戸から，50年104戸，60年71戸と大幅に減少し，平成2年現在66戸である。すなわち昭
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表4－5　産業別就業者数の推移（人，％）
年　35年　40年　45年　50年　55年　60年
第一次産業
　　（男子の割合）
第二次産業
　　（男子の割合）
　881
（51．2）
　222
（83．8）
第三次産業　　　　　　　646
　　（男子の害恰）1（75・9）
うち運輸・通信業
　（男子の割合）
　306
（93．5）
　595
（52．・6）
　803
（84．6）
　688
（73．8）
　284
（93．7）
　503
（53．3）
　324
（79．3）
　686
（72．2）
　287
（94．1）
　297
（55．2）
　340
（80．3）
　687
（71．3）
　289
（92．4）
　239
（57．3）
　260
（71。5）
　617
（70．0）
　220
（95．5）
　203
（54。2）
　355
（77．7）
　557
（69．8）
　179
（97．2）
（注）国勢調査
（資料）　音威子府村『村勢要覧（資料）』，1987年
和40年代の人口減少は，主として農家の離農→離村という図式で進んだものと推察される。これに対
して，近年の急激な人口減少は，旧国鉄の人員合理化，最終的には天北線の廃止によるところが大き
い。表4－5に産業別就業者数の推移を示したが，安定的かつ男子就労の場として大きな地位を占め
ていた運輸・通信業から，鉄道関係者が徐々に減少し，ついにゴソッと抜けてしまったのであるから
その影響ははかりしれないものがあろう9）。
　農業・林業の村というより，旧国鉄の「鉄道城下町」的な側面の強い村であったため，人員合理
化，路線廃止は村経済に大きな打撃を与えている。従来の村づくりは，鉄道分岐点（拠点）としての
音威子府駅を前提として進められてきており，分岐点から通過点への変容は経済的な側面だけでな
く，住民の心理的側面にも暗い陰を落とさざるを得ない。その意味では，現在が村の将来にとってき
わめて重要な時期であるといえるのではないだろうか。
　音威子府村は，「森と匠の村づくり」をテーマとして，畑作，酪農を基幹としつつ，木彫，木工芸
品等の産地形成を目指し，村おこしに取り組んでいるところである。そして，これらすべてに集団的
な活動が深く関与している。以下，それについて整理し，特徴を見いだすことにしよう。
6　農業振興とグループ活動
　（1）畑作振興協議会
　音威子府村は，畑作と酪農の村であるとはいえ農家戸数は少なく，まして後継者のいる専業農家は
わずかしかいない。その中で，畑作農家の機械・施設共同利用組織である「音威子府村畑作振興協議
会」は，村の畑作を支える中核組織である。メンバーは9名，平均年齢40歳前後，30～50歳代で構成
されている。
　この協議会の前身は，10年前に結成された「バーク堆肥生産組合」である。すでに触れたように，
主作物であるビートは連作障害が出やすく，村の畑作農家でも問題になっていたが，その打開策とし
て咲来地区の畑作農家を中心に6戸で結成されものである。バーク堆肥は，木工所から出る木屑に酪
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農家の牛糞尿と澱粉工場廃液を加えたもので，農協営農課等の指導を受けながら組織化し，堆肥生産
・施用を通じて土づくりを行ってきた。7年前に1戸が離農し，構成メンバーは5戸となったが，い
ずれも音威子府畑作農業の中核となる大規模農家ばかりである。しかし，中核農家の全部を網羅して
いたのではなく，特に土づくりに熱心な農家のみが加入していたようである。
　ただ，堆肥施用だけで馬鈴薯・ビート中心の作付体系を変えた訳ではなかったので，連作障害の根
本的解決とはなり得ず，小麦を導入した輪作体系が検討されるようになった。昭和61年，畑作農家へ
の小麦導入をはかることが村当局において決定され，62年度村単独補助事業で乾燥機5基，コンバイ
ン，ドリルが整備されることとなった。
　当然のことながら，この単独補助事業は村補助金と農家の自己資金によって実施されるものであ
り，そのため受益者が確定し，自己資金拠出や利用方法が決定されていなければならず，既存の「バ
ーク堆肥生産組合」を核として組織化が行われた。それが「音威子府村畑作振興協議会」である。
　メンバーは，堆肥生産組合の5戸と，新たに加わった4戸の計9戸で構成され，全戸が関係する麦
部会，堆肥生産を継続する5戸のバーク部会に分かれている。この新規加入4戸も，堆肥生産組合に
は参加していなかったものの，それぞれ独自の堆肥入手ルートを持っているなど，連作障害問題には
個別に対応してきた村畑作農業の中核的担い手農家である。これによって，村畑作農家の中核が一つ
の組織に加入することとなった。というのも，協議会に加入しなければ施設が利用できず，事実上小
麦作付農家はメンバーの9戸に限られていること，村内の畑作農家は30戸であるが，協議会不参加農
家は酪農と畑作の兼営農家（酪農が主），高齢者専業農家，後継者不在の壮年小規模農家などである
からである。事務局は農協営農課に置かれており，補助事業に関わる煩雑な書類作成等の手助けをす
るとともに，相談相手になっている。
　昭和62年度の村単独事業をはじめ，小麦に関しては次のような事業が連続して実施され，積極的に
機械・施設整備がなされている。
　　○昭和62年村単補助事業く乾燥機5基，コンバイン，ドリル〉
　　　　事業費45，215千円（補助26，790，自己負担18，425）
　　○昭和63年村単補助事業く乾燥施設増設一予乾，検査室〉
　　　　事業費8，757千円（補助4，200，自己負担4，557）
　　○平成元年構造改善事業（生産組織施設整備事業）
　　　　〈乾燥機5基，コンバイン，ドリル，リフト，コンテナ225基〉
　　　　事業費51，881，100円（国47．4，村22．6，村振興資金30．0％）
　この結果，小麦の作付面積は急激に拡大し，計画では昭和62年35ha→5年目に85haとされていた
ものが，2年目の63年に早くも85haを超え，4年目の現在116haに達している。その結果，＜馬鈴薯
一一ｬ麦一小麦一馬鈴薯orピー一一ト〉〈馬鈴薯一ビートー小豆一小麦〉〈馬鈴薯一小麦一馬鈴薯〉＜馬鈴
薯一小豆一ビート〉等の輪作体系が確立されつつある。
　主な活動は，共同乾燥施設（一部個人でも乾燥施設を所有している）を有効かつ効率的に利用する
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ための利用順の決定，機械・施設利用料金徴収による協議会運営と資金管理，普及所への講習参加・
技術的相談（品質向上，刈り取り順等）などである。いずれも機械・施設の共同利用組織として当然
の活動ばかりといえよう。しかし，相互の技術向上や意見交換，地区集会所を利用した頻繁な会合に
よって営農意欲の向上に大きな役割をはたしている。そして，こうした会合の中から新作物ソバの導
入が実現されている。音威子府では本格的に作付されていなかったソバを，小麦用コンバインの有効
利用と土地の有効利用の観点から昭和63年に導入し，初年度0．5haが3年目の現在140haと小麦を凌
ぐ速さで拡大した。ソバは，小麦と異なり協議会メンバーのみの作付ではなく，村全域の多くの畑作
農家が取り組んでいる。その契機をつくったのが協議会であることは，この組織が単なる機械・施設
共同利用組織を超えて，村の畑作農業に貢献していることの証明であろう。村，農協も彼らの活動に
大きな期待を抱いている。
　しかし，問題がないわけではない。まず第一に，北海道の農協は昭和60年度から需要の動向に即し
た的確な計画生産を推進することを目的に「畑作物作付指標面積」を設定して地域に示し，「生産者，
系統農協において遵守すべき指標」としてその徹底をはかっている1°）が，音威子府村の小麦作付指標
面積が110haであり，これ以上の拡大が望めないことである。第二に，元来小麦用のコンバインの有
効利用をはかるために導入したソバではあるが，ソバによるコンバインの消耗が予想以上に激しく，
更新期が近くなっていることである。第三は，農産物価格の長期見通しが不透明で，構成員農家とし
ても機械更新時を迎えた揚合の対応をどうするかなどの今後の組織運営について態度が定まらないこ
とである。
　（2）乳牛検定組合
　村農業のもう一つの柱である酪農関係では，昭和49年から始まった乳検事業に即して57年2月に結
成された「乳牛検定組合」が唯一の組織となっている。いうまでもなく乳検組合は，音威子府村独特
のものではなく酪農地域に多く結成されているものであって，ことさら取り上げるべきではないと思
われるが，村酪農唯一の集団として，その概要をみておこう。
　組合員数は10名で，平均年齢35歳，26～43歳で構成されている。組合員は，上音威子府地区を中心
としているが，村内酪農家の3割程度が加入しているに過ぎず，組織率は低くなっている。これは，
基本的に乳量の測定，成分測定を行って技術改善，経営改善を行うことを目的とする活動であるため
に，記録等それなりの手間や費用を必要とし，酪農経営に意欲的な農家でもその一部が参加するにと
どまるからであるといわれる。また，すでに触れたように酪農家の後継者不足は深刻で，およそ半分
が今後10年以内に離農すると予想されており，そうした農家は当然加入していない。こうした事情か
ら，村内酪農家のいわゆる中核的な担い手はほぼ加入していると考えてよい。
　組織は，組合長，副組合長，理事2名，監事2名の計6名が役員である。組合員数が10名であるか
ら，半分以上が役員ということになり，回り持ちで交代するようになっている。事務局は農協営農課
に置かれ，畑作振興協議会と同様に，事務処理業務等で援助している。会費は，その家の頭数によっ
て異なるが年間10万円弱であるという（組合員聴き取りによる）。
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　指導員からの連絡によって，月に1回集まりデータの検討を行うが，これが通常の主要活動となっ
ている。そのほか，4月に総会，役員会，上川乳検連総会への出席（組合長・副組合長），8月に研
修旅行（1泊一各地共進会や試験場等の見学，先進地視察），12月に忘年会が行われている。
　問題点としては，第一に組織率の向上，第二に乳価低下による先行き不安が指摘されたが，組織率
については，上記のように後継者不在等による離農が予想される農家が5割程度いるので，それほど
低いというわけではない。一方，乳価低下については，畑作振興協議会の問題点として指摘された
「農産物価格の長期見通しが不透明」と同様に音威子府村に特有の問題ではない。しかし，そうした
問題への対応，解決に向けて，どのような方策があるかを相談する場としても，これらの農業関係組
織は機能できるように思われる。
　以上2つの組織，畑作振興協議会と乳牛検定組合は，いずれも構成員数は少人数であり，畑作農
家，酪農家に占める組織率も低いという共通点を持つ。一方，村内畑作農家，酪農家の中核的担い手
で構成されていることも同様である。今後の音威子府の農業は，主としてこの19戸で担われていくも
のと思われ，2つの組織が果たす役割は大きい。
　両組織を，あえて地域振興の観点からみれば，畑作なり酪農のワクの中だけの活動であることを問
題として指摘することもできよう。本来，こうした組織にそれぞれの作目のワクを越えて地域振興全
体に寄与することを求めるのは筋違いである。それを十分承知した上で，中核的青壮年層の集まりで
あり，組織の数自体が多くない中で今後どのような地域振興活動の発信基地なり母体になるか，興味
のあるところである。この点は問題というより期待である。
7　「森の匠の村づくり」とグループ活動
　（1）音威子府高校の存続
　音威子府村は，以前から工芸が盛んだったわけではない。むしろ地域概況にみたように鉄道と農業
の村である。そこに工芸の芽が生まれたのは，昭和51年に実施された「北海道の地場産業の振興に関
する調査」を契機としている。その対象として各支庁1地区が選定されたが，上川支庁管内では音威
子府村が「ウッドクラフト」のテーマで調査研究が行われ，村内の豊富な森林資源の付加価値を高め
たいという意識が形成された’1）。
　こうした中で，村唯一の高校である音威子府高校（定時制）の存廃問題が浮上した。これほど小さ
な村に村立高校があるのだが，名寄高校の分校だったものを昭和28年に村立として独立させたもので
ある。国鉄に勤務しながら通う学生がいたりして，毎年20名前後の卒業生を送り出してきたが，過疎
化や勤労学生の減少，全日制への進学志向等により，昭和50年頃には入学志願者が激減した。
　昭和51年，こうした状況の打開をはかるため，豊富な木材資源を有効に活用した工芸教育を通じて
独自性を打ち出す方向が教職員間でまとめられた。52年には高校，村，議会，有識者などによる「音
威子府高校振興調査委員会」が発足し，その結果を踏まえて翌53年度から，芸術の選択科目として
ミ工芸。，職業科目としてミインテリア実習．を採り入れたカリキュラム編成が実施された。このユ
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；＝‘　一一クなカリキュラムが注目され，昭和54年度以降の志願者数は急速に増加した。その実績によって
ついに59年度，村民の永年の悲願であった全日制の工芸科高校へ転換したのである12）。
　この音威子府高校の存続が，昭和56年度に策定された第2期の村総合計画の方向一r森と匠の村づ
くり」一を生み出したといっても過言ではない。そして，同校の工芸教育のアドバイザー的存在にな
った砂澤ビッキ氏が，工芸関係グループ活動の一方の核となっていくのである。また，もう一人イン
ド人のナイク・サタム氏もその核となる。以下，それを整理しよう。
　②　砂沢ビッキ民と工芸グループ
1）　「樹を語り作品展」と「樹会」
　砂澤氏は，昭和6年旭川市生まれで映画r森と湖の祭り』のモデルともなったモダンアート芸術家
であり，53年音威子府村に移住してきた。知人であった当時の音威子府高校長に同校の授業へのアド
バイスを懇請され，廃校された旧箴島小学校校舎をアトリエ兼住居として利用できることから，札幌
から音威子府への移住を決意した。移住後はミビッキ．の愛称で村民に親しまれ，数多くの作品を村
内に残したが，平成元年逝去された。
　砂澤氏のアトリエには，村民はもちろんのこと，多彩な氏の知人・友人が訪れ，そうした人々の集
まりの中から「音威子府村の皆さんに，モダンアートの世界を御紹介したい13）」という目的で，54年
から始められたのが「樹を語り作品展」である。砂澤氏を中心に，北海道内の芸術家の作品を集めた
展覧会であり，以後毎年開催されている。54年に実行委員会が結成され，第2回（55年）からは北大
演習林長や村民が委員長となり，村民参加，村も予算を計上しての展覧会となっている14）。
　村民が本格的に関与するようになったのは，「樹会」の結成が契機となっている。昭和55年に村の
シンボルであるオトイネップタワー（トーテムポール）が音威子府駅前に建てられたが，これは砂澤
氏とアトリエに集まる知人・友人達との雑談の中から製作することが決定された。当初は氏のアトリ
エ入口に建てる予定であったので，搬出のことを考えずにアトリエ内で彫刻されたが，最終的には音
威子府駅前に建てられることになったため，全長15m以上のタワーを駅前まで搬出する人手が必要と
なった。60人程度が必要と思われたが，搬出日に合図の花火をあげて集まったのは260名を数え，村
民の期待の大きさをうかがわせた。その時の搬出協力者と，樹を語り作品展実行委員会に関係した人
々で結成されたのが「樹会」である。北大演習林や国鉄の職員，商店主，若者など，20歳代後半～40
歳代を中心に40名内外（最盛時48名）で構成され，女性（主婦）もS　一一　6名含まれている。
　樹会は，樹を語り作品展の準備をはじめとする工芸活動全般の支援組織として位置づけられる。そ
のほかにも，コンサートを企画したり，著名人が視察に来るたびに集合して話を聞いて意識を高め，
年6回の定期的会合を別に持っている。工芸活動全般を支援することから，村の地域振興の中心的組
織であるといってもよいが，実行委員会とメンバー一・　hS重複していることもあり，「樹会」独自として
その活動が整理しきれない面がある。
2）　（株）音威子府工芸社
　村では，ri森と匠の村づくり」をテーマに村民にも木工技術を普及させるため，一人一芸を目指し
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て「工芸教室」と「趣味の作業場」を開設した。「工芸教室」は高校で開かれているものであるが，
「趣味の作業場」は老人の生きがい対策を主目的に昭和56年，古い村職員住宅を改装して設置され
た。しかし設置直後に，老人対策から木工品の開発やそれを産業に育てていくための場としての性格
を付与されるようになり，手狭なため57年には石油会社の油槽所跡地に移転され「工芸センター」と
して発展的に衣替えされた。
　この「工芸センター」には技術指導員が3人配置され，将来は製品開発から生産展示即売までを一
貫して行う施設に発展することが期待されていたが，村財政は次第に困窮化し，村からの持ち出しが
多い割になかなか産業に育つ気配がなく，「工芸センター」に隣接して「山村都市交流センター」（木
材工芸実習の場）が建設されるのを機に民営化されることとなった。その結果設立されたのが（株）音
威子府工芸社（以下「工芸社」と略称）である。
　昭和63年1．月に設立された工芸社は，資本金100万円で株主は「樹会」のメンバーである。社長の
河上実氏は「樹会」の代表者であるとともに，樹を語り作品展実行委員会の委員長でもある。すなわ
ち，砂澤氏に関係するグループの一つとみることができよう。河上氏は美深町の出身で，一時京都で
働いた後家業を継ぐためUターンし，音威子府村で長く製材業を営んできた。砂澤氏が移住してきた
際，木工芸の材料となる木の入手について河上氏に相談を持ちかけたのがきっかけで関係を持つよう
になったという。製材業の方は，倒産して大きな借金を抱えるなど，昭和42年にUターンしてから
10年は家業の借金返済優先であったが，完済後地域にも目を向けるようになってすぐに砂澤氏と出会
い，以後中心的に活動してきた。工芸社設立の話があったのを機に製材業からは手を引き，社長を引
き受けたのである。
　社員数は設立時5名，現在6名（男4名，女2名）になっている。前述の音威子府高校の卒業生も
受け入れ，村の振興テーマが具体化されたものとして評価できる。営業内容は，木材加工品製造・販
売（時計，器，ペンダント等）であるが，現在のところデザインは札幌市内の業者によるもので意匠
権利料200万円を支払って使用している。年間800万円近い売上げに対して，費用は1，100万円程度
であり，村からの補助金325万円によって収支がほぼ均衡（若干の損失）しており，まだ自立した経
営にはなり得ていない（昭和64．1．1～平成元．12．31）。しかし，将来的には工芸社を核として村内に
工芸を広めたい，そのための準備段階であるという認識を持って，社長以下社員一同奮闘中である。
　工芸社の抱える問題点は，大きく次の2点であろう。第一に地元で製品が販売できないことから，
90％が販売会社（問屋）を通して札幌市へ出され，小売価格の半額での出荷に甘んじていることであ
る。この点を解決して売上を伸ばすことが急務となっている。第二に，札幌での需要が夏の観光シー
ズンに限られるため冬期（1～4月）の仕事をどのように確保するかである。いずれも，現在の経営
内容改善に直結することであるが，同時に工芸社以外の音威子府村産品との連携をどのようにはかる
かという点についても，再考を促す契機となるといえるのではないだろうか。
　（3）ナイクサタム氏と工芸グループ
1）　マープリント・オトイネップ
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　インド人のタピストリーマー一チストであるプラブバカール・シュリダーラ・ナイクサタム氏は，昭
和56年6月国際交流基金の招きで1年間の予定で音威子府村に滞在し，ライフワークとしてのゴブラ
ン織りの製作を開始した。1年問の滞在予定であったが，音威子府村が強く要請し，北海道生活文化
海外交流事業の援助や村の独自予算によって1年間の延長が実現し，計2年問音威子府に滞在した。
氏は，ビジネスワークとしてはシルクスクリーンを，ライフワークとしてはゴブラン織りを手がけて
きた芸術家で，滞在中製作した「生」と題するゴブラン織りは，北海道立美術館1階ホール正面の壁
に飾られている。2年間の滞在後，一時帰国して再度来日，短大講師なども勤めながら札幌に在住，
後に長野県に移って年に2回10日間ほど来村して指導を継続している。
　ナイクサタム氏は，音威子府に来村後9月にシルクスクリーン，11月にはゴブラン織りを村民に指
導するようになった。この時の教え子を中心に結成されたのがマープリント・オトイネップ（シルク
スクリーン）とやちぶき会（ゴブラン織り）の2つのグループである。
　まず，マープリント・オトイネップから整理しておこう。「マー」とはインドめ言葉で「母」また
は「母なる川」の意味。音威子府を流れる天塩川に基づいてナイクサタム氏が命名した。昭和57年男
性を中心に6名で結成され，スクリーンプリントの技術とインド更紗のデザインの習得を目的として
活動を開始した。
　グループ結成後，習得した技術をいかしてカレンダー，壁掛け，バッグなど主に布にプリントした
製品の製作，販売を行っているが，特にカレンダーは道内だけでなく全国の愛好家の人気を集め，年
間1，000本程度を販売している。シルクスクリーンはたいへん手間のかかる作業であるが，現会員数
8名のうち実質的に活動しているのは音威子府高校の教員とその妻の2名だけであり，とても注文に
応じきれない。そこで，カレンダー製作時には音威子府高校生徒や役場職員が手伝っている。寮に入
っている高校生にとっては，よき実習の機会であると同時に，小遣い収入も得られることから積極的
に取り組んでいる。結果的に，実働している正式会員は2名でも，かなりまとまった人数のグループ
活動となっている。
　揚所は，2階建ての元信用金庫支店建物を村が借り上げ，水道・光熱費等を負担して利用できるよ
うに便宣をはかっているが，1階をマープリント・オトイネップが，2階を次にみるやちぶき会が利
用し，ナイクサタム氏関連のグループが同じ建物に同居している。活動時期は不定期であり，会員と
手伝いの人々が時間のあるときに突貫作業で製作するという状況で，今後の大きな課題となってい
る。会計は村の振興課が担当し，年間330万円程度の売上をあげている。
2）やちぶき会
　ゴブラン織りは，主婦を中心に関心を集め，ナイクサタム氏の指導を受けたのはほとんどが女性で
あった。というのも，ゴブラン織りとは羊毛を草木染めで染色し，紡ぎ，フォークで叩きながら織り
あげていく織物であり，その美しさもさることながら，小さなものでも1週間から10日間もかかると
いう，時間と根気がなければ完成しない一つの芸術品である点に理由があろう。
　昭和57年，村がチラシを配布してメンバー一を募り，応募した9名で結成されたのがやちぶき会であ
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る。会の名称は，ナイクサタム氏が滞在中住んでいた場所にヤチブキの花が咲いていたことに由来し
ている。
　ゴブラン織りおよび横織りの技術を用いて，タペストリー，テーブルセンター，マフラー，ショー
ルなどを製作，販売しているが，昭和59，60，平成元年には札幌市内で作品展を開催して好評を博し
ている。しかしながら，シルクスクリーンとも共通するが，畑作，酪農の村にとって手間のかかるゴ
ブラン織りに取り組める主婦は，鉄道，役場，農協等の恒常的勤務者の妻に限られてしまう。そのた
め，当初9名でスタートした会員数は，旧国鉄の人員合理化，民営化，天北線廃止等によって漸減し
現在は役場と農協職員の妻2名になっている。そのほか，在宅しながら作品製作を続けている人が1
名，名寄市と札幌市に元会員が1名つつおり，製作を手伝っている。札幌市での作品展が昭和61～63
まで開けなかったのも，会員数の漸減による作品不足が原因である。
　現在の主要な活動は，ゴブラン織り，横織りの製作と，村民を対象とした’s趣味の教室．（週2回，
7人）の開催である。ミ趣味の教室．を通じて，何とか人材を確保したいと，2名の会員が必死で取
り組んでいるところである。この2名が「常勤者」ということで，月～金曜日の10時～16時に前述し
た元信用金庫支店建物（村借上水道・光熱費等村負担）2階に出勤し製作を行っている。報酬は，
当初2年間は出来高制（販売金額の20％）であったが，常勤者のみ2年前より定額制（2万円／月）
に変わっている（手伝いの3名は現在も出来高制）。会計は，やはり役場振興課で管理しており，年
間120万円程度の売上となっている。
　このように，マープリント・オトイネッブとやちぶき会は，ユニークなグループ活動であるもの
の，ほぼ同様の問題点を抱えている。それは，次の2点に整理されよう。第一は，会員数の不足であ
る。いずれも需要に応じきれていない。そのため，せっかく人気のある品物を作っているのに，役揚
の援助から自立できないままに終わっているのである。第二は，芸術なのか産業なのか，性格が明確
でないことである。どちらにおいても，「作品」と称し「商品」とは呼んでいない。一時産業化を目
指した時期もあったというが，メンバー不足が深刻で断念したといわれている。やちぶき会のように
週5日常勤しても1カ月2万円では，内職レベルにもなっていないことになる。その結果，収入にな
らないから会員も集まらない。まさに悪循環である。それだけ，シルクスクリーンもゴブラン織りも
手間のかかる，採算べ一スにのせることの不可能な工芸といえるのかもしれない。しかし，かなり高
価で販売されているにも関わらず常時在庫がないということも事実であり，村の一産業として自立で
きる可能性を秘めているだけに，現在の人不足は残念であるとの印象を拭えない。
8　士別市の各種グループ活動く参考〉
　（1）市の概況
　今回の音威子府村調査の際，併せて士別市を訪れる機会を得た。士別市では，市役所において概況
を把握するにとどまったため，詳細な報告はできないが，学ぶべき点も多く，音威子府村のグループ
活動の問題点を再確認する意味でも簡単に紹介しておきたい。
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　士別市は，旭川市から車で北へ1時間，音威子府村とのほぼ中間，盆地に位置する面積600．83km2，
人口27，719人（昭和60年国調）の過疎市である。基幹産業は農業（稲作，畑作，酪農，畜産（羊））で
あるが，上川北部経済圏の中核として商業も発展し，近年は自動車メーカー試験場（テストコース）
を誘致するなど，市のイメージも変わりつつある。
　上川北部経済圏の中心都市ではあるが，離農者をはじめとする人口流出が昭和35年以降一貫して続
いている。昭和35年からの25年間に28．8％，11，232人の人口減少があった。しかし，新しい過疎法の
指定要件の一つを25年間25％以上の人口減少率としていることからもわかるように，過疎地域として
は比較的症状の軽い部類に属しているといえよう。
　本市のグループ活動の特色を一言で示せば，それはグループ活動が生活に直結している，地域の産
業の一つとして数えあげ得るという点にあるのではないかと思われる。以下，参考までにその概要の
み簡単に箇条書きで整理しておく。
表4－6人ロの推移
年135剣・・剣45剰・・年155年1・・年
人　　　口
（減少率）
38，951 36，502
（6．3）
33，044
（9．5）
30，028
（9．1）
28，970
（3．5）
27，719
（4．3）
（注）　国勢調査人口
（資料）　士別市：r士別市過疎地域振興計画（昭和60～64年度）』1985年，および
　　　r第3次士別市総合計画一北の大地に躍動しふれあい豊かなまちづくりを
　　　めざして一〈副本〉』1987年
　②　各種グループの経緯と現状
1）サフォーク種めん羊を中心とするグループ（特に（株）サフォーク）
　経　緯：1967年市営牧場開設（オーストラリアから200頭導入）
　　　　　　82年サフォーク研究会発足，士別めん羊生産組合スタート
　　　　　　83年研究会「暮しの紡ぎセミナー」→くるるん会結成→目経紙紹介→東洋紡と協力関係
　　　　　　84年市開発振興室設置（サフォーク研究会支援，地場産品掘り起こし）
　　　　　　85年（株）サフォーク発足→研究会はPRと研究に重点を移す
　　　　　　87年士別市サフォーク生産振興協議会発足
　士別市めん羊生産組合…組合員6戸，22頭
　（株）サブ」t・一ク…出資者83名，資本金1，000万円
　　　　従業員一（1989年現在）常勤（5人），パート（4人），手紡ぎ（100人），手編み（73人），
　　　　　　　　　　　　　　織物（27人）
　　　　活動：○サフォークランド士別のイメージ商品の販売○士別市内の特産品の道内外への
　　　　　　　　　販路拡大　○「北海道物産展」を中心としたPR，販売　○セーター，マフラー
　　　　　　　　　毛糸等の製作，販売　○市内特産品のギフト及び通信販売
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　　　　売上げ：1988年6月～1989年5月　7，000万円
2）　農事組合法人多寄酪農生産組合
　組合員：6戸（12人），長期雇用7人
　経　緯：1962年道営開拓パイロット事業で入植
　　　　　63年協同経営のモデルケースとしてスタート
　　　　　　　　　　　ー未利用開拓地（原野200ha）払い下げ一草地180ha造成
　　　　　65年道営開拓パイロット事業完了
　　　　　68年農事組合法人化
　　　　　77年朝日農業賞授賞
　　　　　81～84年士別市畜産基地建設事業一草地120ha，飼料畑18ha造成
　　　　　86年日本農業賞授賞
　内　容：○生乳，肉牛，ビート，小麦
　　　　　○経産牛420，育成牛419，肉牛268頭（1988年計画）
　　　　　○販売金額318，244千円（1988年計画）
3）農事組合法人士別農園
　組合員：6戸（12人）－38～50歳
　経　緯：1959年士別市農政課に経営指導係設置，士別市農民大学開設
　　　　　62年農村青年移動研修会始まる→参加者有志＝士別市農業問題青年会議
　　　　　72年士別農園設立
　内　容：○農産（米，麦，大・小豆，馬鈴薯，アスパラ等）　○畜産（養鶏，養豚）
　　　　　○加工（味噌，豆腐，漬物，ハム，べ一コン，ソーセージ等）　○産直
　　　　　○販売金額76，554千円（1988年実積）
9　小　括
　以上，北海道全体の過疎地域概要，人口流出の激しい音威子府村における工芸を中心とした村づく
り，基幹産業の畑作，酪農そして工芸グループ活動の実態を整理した。また，音威子府村における工
芸グループの問題点を浮き彫りにするため，同じ上川支庁管内過疎地域士別市のグループ活動につい
て資料を提示した。
　繰り返しになるが，北海道は，全国一の過疎地域市町村を抱え，面積が広大なため過疎地域といっ
てもその自然，経済，社会等の条件は多彩である。人口流出要因一つとっても，産炭地域や旧国鉄で
栄えた地域などでは閉山や合理化・路線廃止等によって急激かつ大幅な人口減少を経験しているし，
農林業地域では稲作や林業地域での人口減少が顕著であるが，離農がそのまま離村につながってしま
い，経営面積規模拡大が実現している地域ほど人口減少が激しいという皮肉な結果になっている。そ
のため，ある一つの村の取り組みだけから北海道全体をみることは不可能である。そこで，本節では
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あえて道レベルの過疎地域概況に稿をさくこととしたのである。
　さて，実態調査を行った音威子府村は，農林業の不振による人口減少はもちろんであるが，旧国鉄
の人員合理化によって国鉄職員およびその家族ばかりではなく，彼らを相手にしていた第三次産業も
衰退し，激しい人口流出に見舞われることとなった地域である。岩手県釜石市等の企業城下町が，不
況によって厳しい状況に直面している事例15）にも似て，外部からの力で地域が栄え，それが衰退して
地域が沈滞するという，当該地域だけではどうしようもない問題に直面した村の事例である。その結
果ともいえる地元高校廃校の危機を契機に，村として地域の資源（森林）を見直して木工芸を導入
し，また本来の基幹産業である畑作，酪農の後継者たちが自分たちの経営改善を組織的活動を通じて
実現しようとしていることは注目に値しよう。ここでは，音威子府村の事例について次の2点を問題
点として指摘し，小括に代えることとする。
　その第一は，音威子府村の工芸を基調とする村づくりは，道内でも注目を集めているが，こうした
動きと村経済がどう整合しているかである。すなわち畑作，酪農の後継者グループの揚合のように産
業として自立し，より一層の改善・発展を目指しているのであればともかく，産業になり得ない，満
足できる収入に結びつかない現状にとどまってしまうと，せっかくの地域資源見直しがまさにミ趣味
の教室．レベルで終わってしまう可能性すらある。誤解を招かぬようあえて付言すれば，決して趣味
のレベル，森と匠の村づくりに意味がないというのではない。自分たちの心を豊かにする美しいもの
一森，シルクスクリーン，ゴブラン織り一を地域に持つことは重要である。それは，宮崎県綾町
の「目本一」「世界一」にも共通する地域の誇りにもなり得るからである。
　しかし一方で，村としては外圧ともいえる力で鉄道関係の職場が消滅し，新たな就業の場がすぐに
でも必要な時期に，不適切な表現で恐縮だがミ優雅に。。「作品」を仕上げるゆとりも，また存在しな
いのではないだろうか。「就労機会の確保は，国鉄就労機会の継続を前提としながらも，既存産業の
振興と魅力ある新たな産業づくりがはかられなければならい16）」「ミ森と匠のむら．さらにはミ木工芸
のむら。。のテーマのもとに農林業，商工業，観光にいたるまで関連振興をはかるが，鉄道の分岐点と
いう交通立地条件を生かして新時代に対応する道北観光の拠点の形成と周辺地域の活力の糾合と波及
を図りたい17）」（下線引用者）という村の希望は，前提条件ともいえる国鉄就労機会の消滅，鉄道分
岐点の役割終焉によって残酷にも崩壊している。残るのは「新たな産業づくり」であるはずである。
担い手が不足している，否不在であるという現実を無視するわけではないが，一方で毎年20名の卒業
生を世に送り出している工芸高校があり，それとの一体的取り組みが今ほど求められていることはな
いのではなかろうか。
　士別市の（株）サフォーク，多寄酪農生産組合，士別農園等は，着実にグループ活動が構成員の所
得・生活に直接つながっている。特に（株）サフォークは，市当局が関与しつつ作り上げてきたいく
つかの組織活動の中から，新たに生まれてきた就業の場として機能しているのである。市役所のみの
調査であったが，経済的側面，地域のイメージづくり等，士別市に学ぶべき点は多いように思う。
　第二は，グループ活動からみる村づくりに一貫性が希薄なことである。これは必ずしも問題点とは
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いえないが，強力なリーダーがいないことを意味している。工芸は「グループ活動」なしに定着させ
ることはできなかったであろうし，畑作における機械共同利用組織が新規作物導入を実現するなど，
「グループ活動」の果たした役割は大きい。これらのグループは，行政が関与し，リーダーがいるこ
とは間違いないし，砂澤ビッキ氏やナイクサタム氏という個人の影響も受けてはいる。しかし，いず
れも特定個人の功績や強力なリーダーシップによるものというよりは，それぞれのグループが別々の
人を核として，グループ構成員の相互協力・相談の中から活動の方向を決定し，現在の村づくりにつ
ながっているといってよい。この点，宮崎県綾町のように町長という特定個人の強力なリーダーシッ
プがことごとく関与している事例とは異なっていると思う。
　ここには，有益な示唆が含まれているといえよう。綾町のように，行動契機や行動指針が限定され
た一個人より与えられる（発せられる）場合，地域全体の動き・方向は一貫性を持ち，つながりが生
じる。反面，グループ構成員には「動かされている」ということによる不満が醸成される可能性を持
つことになる。逆に，音威子府村のように，起点が明確でないと，全体として一貫性が希薄となって
まとまりがとりにくいという面はあるものの，グループ構成員は地道な活動で満足し，途中で壊れる
ようなこともない。壊れるとすれば，それは‘人’がいなくなってしまうことによるのである。しかし
ミ森と匠の村づくり。。というテーマがあり，それぞれを有機的に関連させようとすれば不可能ではな
いようにみえる活動が，現実にはまとまりを欠き，全体として新しい産業が生まれていないのはこの
あたりにも原因があるように思われるのである。今後の展開に期待したい。
注：
1）過疎地域振興特別措置法は，平成2年3月に法期限を迎え，同年4月からは新たに過疎地域活性化特別措
　置法が施行されている。新法による過疎地域市町村数は137であるが，平成2年実施の国勢調査結果によっ
　て追加公示されることになっており，旧法時と同程度の市町村数になるものと予想されている。
　　なお，過疎地域活性化特別措置法にっいては，以下を参照されたい。
　　竹本田持：「新過疎法と山村振興の一視点」
　　　　　　　r森林組合No．243』全国森林組合連合会，1990年，8～12ページ
2）北海道企画振興部地域振興課：r過疎地域振興対策の概要』1990年，2ページ
3）　同上書，5ページ
4）北海道：r北海道過疎地域活性化方針一平成2～6年度一』，13ページ
5）　同上書，13～14ページ
6）　ここでは，上述の過疎地域概況との整合性を考えて旧過疎法での過疎地域を基準に整理した。新過疎法一
　過疎地域活性化特別措置法一の過疎地域137市町村でみると，グループ数は347で一市町村あたり2．53グルー
　プとなる。
7）道内全域のソバ作付動向は，「収益性の低さ等から（昭和）59年には2，420haにまで減少しましたが，90年
　以降は，特に水田地域の転作作物として増加傾向にあり，（平成）元年産では前年に比べ18．2％増の4，930ha
　となりました…（カッコ内引用者）」とされ，「地域別では，空知，上川，十勝で全道の9割を占め」ている。
　　北海道農政部：r平成元年度北海道農業の動向』1990年，213～215ページ
8）音威子府村：r第2期音威子府村総合計画ミ森と匠のむら．建設をめざして一昭和56～65年度一』1981年
　9ページ
9）役場によると，最盛期300人以上いた国鉄（JR）職員は，国鉄清算事業団を経て闘争団として残る者を
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　含め，現在30人程度になってしまっているという。
10）前掲r平成元年度北海道農業の動向』1990年，131～132ページ
11）　宮崎清：rr生活工芸』と地域振興」
　r地方振興対策報告書一過疎地域の文化的歴史的所産等の保存と活用に関する調査研究』㈱過疎地域問題調
　査会，1985年所収，142ページ
　　ここでは，生活工芸に関する調査対象地として音威子府村と山梨県早川町・中富町を取り上げ，音威子府
　高校への工芸科設置，工芸の展開経過等にっいて詳細に整理されている。
12）同上書，146～147ぺ＿ジ
　㈹北海道未来総合研究所・北海道総務部振興課編：r北の挑戦一一村一品運動はいま…＜1＞』㈲北海道市
　町村振興協会，1986年，54～55ページ
13）河上実：「ごあいさっ」
　　樹を語り作品展記念誌編集委員会r樹を語り作品展第十回記念誌』1988年
14）平成元年1月砂澤氏が亡くなり，その年の「第11回樹を語り作品展」は砂澤ビッキ遺作展として開催され
　た。それをきっかけとして今後の作品展のあり方を考えているという段階で実態調査を実施したが，12回目
　以降をどうするか現段階では決定されていない。
15）　河北新報社編集局編：r新過疎時代』ぎょうせい，1986年
16）　前掲r第2期音威子府村総合計画』9ページ
17）　同上書15ページ
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第5節　地域振興と伝統文化の伝承一沖縄県与那国町一
　はじめに
　沖縄の与那国町は，日本の最西南端の台湾に近い小さな島である。周囲27．4km，東西12km，南北
4kmで，面積は28．88km2であり，東京から1，900km，沖縄本島から520km，台湾まで127kmのとこ
ろにある。離島を高島と低島に分けると高島に属する。もっとも高い山は231．3mある。
　その由来はわからないが，別名をドナンの島（渡難の島と書くのは当て宇）という。歴史的文献に
は1477年朝鮮の人が漂流した。手当をして朝鮮に帰したとある。また，与那国町には，人頭税がきび
しく，それにまつわる哀史＝離島の哀史がある。その一は，村の妊婦を集めて問引きのため大きな岩
の割れ目を跳ばすクブラバリという伝説があり，もう一つは囲みをした天永田の中に，鐘をたたき，
一一閧ﾌ時間内に満15才から50才までの男子を非常召集し，遅れて入れないものを惨殺するトゥングダ
という伝説がある。いずれも過剰な人口に悩む間引きの伝説である。このような伝説を持ったこの島
が現在では逆に過疎に悩んでいる。そこでこの島における過疎対策となりうる地域振興のためのグル
ープ活動の実態をみていこう。
1　過疎の要因と対策
（1）人口の減少
与那国は，米軍占領下において1947年に町制を施行したが，その人口は，引き揚げ者を含めて1万
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2，000人（町制移行には8，000人を必要）であり，当時台湾との密貿易の基地であった。その後，6，000
人を維持していたといわれるが，沖縄が目本に復帰後は台湾との結びつきが終わり，それにつれて人
口は激減を続け，表5－1のように，1962年（昭和37年）には4，701人であったが，1980年（昭和55年）
には2，117名，昭和58年には1’，979名となり，実に65％の減少
率を示している。その後人口が減って，一時は1，800人にま
で落ち込んだ。最近，ここ3年で2，000人近くまで回復し
た。高齢化が進み，後継者難に悩んでいる。
　人口流出の要因は人口を支えるに足る産業がないというこ
とであるが，現時点における直接の契機になるものは，ここ
に高校がないため中学卒業生は島外の高校へ進学しなければ
ならず，それについて家族も流出し，そのまま帰ってこない
というケースが多いということである。
表5－1人ロの推移（沖縄県与那国町）
年次1人国世鱗
昭和35年
　40
　45
　50
　55
　58
4，701
3，671
2，913
2，188
2，117
1，979
598
667
678
資料：町勢要覧
　そこでこの島の地域振興における最大の課題は，産業を興すことであり，高校を建設するというこ
とになる。そこでまず，与那国の産業についてみていこう。
　②　地域産業の実態
　与那国の基幹産業は農業と水産業である。農業は砂糖キビを主とし，水稲も栽培している。水産業
はカジキマグロの一本釣りを主とするが，市町村の漁獲高は沖縄で第1位である。
　①　サトーキビ生産
　与那国の農業はサトーキビを第一にしている。1989年のサトーキビ収穫の実績は9，863トンで，年
によって増減が著しい。植え付けは298haで，うち収穫面積は109haである。植え付けしてから1年
半で収穫する。したがって今年植え付けたものは再来年収穫する事になる。1農家あたり多い人で8
haの耕作地をもっているが，うち今年は2haを収穫し，残りのO．　5haは株出しをし，さらに残りは次
の収穫期まで待たなければならないという状態である。かくて植え付けが少ないときは収穫も少いこ
とになる。
　収穫は天候の影響を受けることが大きい。植え付け目標は1990年には102haであるが，今年は多か
ったが，来年は少ないというように作付は一定しない。多い年は計画を超えることもある。しかし干
ばつで植え付けもできないこともあったし，毎年面積を確定できない状態である。これは基盤整備が
できていないことによるとして，農協では土地改良を目指して，1990年には，18％の耕地を土地改良
する計画をたてている。
　サトーキビの品種にかんしては，収量の多い品種を植え付けるようにしている。いずれも2年サイ
クルであるが，夏植えは1年8カ月（反当13トン）で出荷でき，夏植えの方が収量は多いが，春植え
は1年で出荷し，そして株出しできる。このため農協では春植えを奨励している。
　②　畜　産
　産業を興す計画は，種々企てられている。その一つは自然の環境を生かして，約400haを畜産基地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一231一
　　　　　　　　　　　　　　　　明治大学社会科学研究所紀要
にする計画がある。この畜産基地事業は，国と県で90％を補助，残りの3％を町が負担し，7％が受
益者負担である。昭和61年から平成2年度完成する計画であり，当初35億円の計画が37億4，000万円
の事業となった。平成4年から返済することになる。44戸の農家が参加したが，うち33戸が共同2カ
所，法人組織1ヵ所に属している。すなわち，牛（32名）と豚（40頭の農家が1戸だけ）とあわせて
33名の内，共同牧揚が2ヵ所（3名と3名とで共同し，牧草を刈ったり，牛舎を管理する）ある。他
に法人組織の生産組合が1ヵ所あり，18名の組合員が6haの土地を草地にし，13haの採草地をもち，
施設は格納庫をもって10カ月の肥育牛6頭と子牛とを飼育する（全部繁殖用）。これら以外は個人加
入であるが，一人だけ共同牧揚と生産組合と重複している。
　このほかに，3名の法人組織となっている桃原（とうばる）牧場，3名のサンニヌ台牧場，18名の
農業法人である南牧場組合がある。
　③　養　蚕
　また，桑園を開いて養蚕を行い，絹織物の材料を少しでも自給しようとする計画もある。
　養蚕農家は当初3戸で，桑畑は3戸の農家で5haであるが，60年には3ha，その後2haが増え，
養蚕農家も10戸となった。養蚕施設は，稚蚕所でなく養蚕そのものの建物であり，2棟が60年，1棟が
62年（60坪2ヵ所，75坪1ヵ所）につくられた。これらは，大部分が補助事業で，残りを起債として
農家3：役揚7の割合で負担する。その組合は，東部養蚕組合は7戸で2棟を使い，東部第2養蚕組
合は3戸で1棟（75坪のほう）を使っている。計10名が養蚕農家である。その出荷については農協が
経済連を通して大部分は繭でカネボーへ出荷しているが，ごく一部の屑繭を座繰りにかけて織物とす
ることにより，島内で自足している。
　（3｝高校の欠如
　もう一つの過疎化を直接招いた要因は学校教育施設の不足にある。小学校は集落に1つずつ計3校
あるが，比川小学校は複式学級を行っている。中学校は2つ，租納と久部良にあり，比川の中学生は
スクールバスで租納へ通学する。
　しかし高校はない，一時期誘致運動もあったが，生徒は外へ出たがるので，結局，できなかった。
高校は，最近は那覇へ2／3，1／3が石垣島へ下宿して通学する。父兄もこれに便乗して島を出ていく
ものもある。そして，帰ってきても働く場所がないので，出たまま帰ってこないも0）も多い。
　（4）その他の過疎脱却の方途
　過疎から脱却するための方策が特に行政を中心に展開されている。その主なものを紹介するなら
ば，次の通りである。
　①　飛行場の改善
　昭和62年2月，YSが発着できる飛行場ができた。1，500mの滑走路を持ち，与那国の表玄関とし
ての体裁を整えた。
　②　港湾の整備
　与那国は小さな島の割には大きな港を持っている。祖納港の港湾しゅんせつ工事，および久部良漁
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港の大型港化への改良工事を進めている。このほかに，漁港の冷凍施設を整備することにより，漁業
を安定化し，若い人を定着しようとしている。これらの港は，台湾との交流の基地であり，台風から
の避難港ともなっている。
　③　観光への取り組み
　　観光客の入り込み数は，昭和62年にYSが飛ぶようになり，4－5年の間に大きく変化した。
　　　以前は年間6，000人の入り込み客しかなかった。昭和50年はじめには6，500人となり，空港が改
　　良された昭和63年には21，363人に増加しており，さらに平成元年には23，000人となっている。
　④　宿泊施設
　　　入り込み客が増えてきたので，宿泊施設も増加しているが，外部資本なし，地元資本のみの宿
　　泊施設である。
　⑤国際化への動き
　与那国は台湾の花蓮市と姉妹交流をおこなっている。花蓮は与那国より120kmであって，那覇まで
の500kmより近い。日常物資は国際化しており，花蓮市から大理石および大理石製品，バラス，砂，
セメントなどの輸入を行っている。その量は少しずつ増加する傾向にあり，このため祖納港，久部良
港の改良ををめざしている。
2　地域農業のグループ活動
　次に地域振興に関わるとみられる種々なグループ活動の内，最初に地域産業に関する集団をみてい
こう。．農業関係のグループとしては，まず農協や役場から公認されている「農業研究グループ」があ
る。ついで，1986年頃までは活動していたが，休眠状態に陥っている「4Hクラブ」がある。また経
済連の勧めで88年から5軒がミヨウガを導入し，普及所と農協が力をいれて組織した「与那国ミヨウ
ガ生産組合」は飛行機で本土に出荷をめざしている。そして，一度昭和52年に解散したカボチャ生産
組合が，飛行場が拡張され，飛行機が大型化したのを機に，野菜・西瓜・にがうり・きうりを計画し
てふたたび4，5名を組織した「野菜関係のグループ」などがある。ここでは「農業研究グループ」
を取り上げて実態をみて活きたい。
　与那国農業研究グループは略して「農研グループ」という。農協が農事実行組合を町内10ヵ所に組
織したが，農家組合（農事実行組合）が農研グループになっていった。当初は30名くらいであった
が，専業でなくなった人，高齢者のものがやめていき，現在（1990年）は12名となった。ただし12戸
の内3戸はリーダーで，現農協組合長も入っている。営農指導は普及所が行っている。会員の年齢は
一番若い層は昭和37年，昭和24年生まれの農家の後継者もいるが，昭和1桁生まれが多く，大正の世
代もかなりいる。
　会員は全員砂糖キビを耕作している。したがって農研グループの最も関心のある作物は砂糖キビで
ある。研究会は月1回定例を開き，臨時の会合は作物の出来る頃開かれる。その研究テーマは，以前
は台風・塩風・塩害であったが，経営の内容が絞られてきて，品種を比較することにより，より適当
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な品種はどれかという問題にかわってきた。
　この会の事業としては，展示圃を耕作している。展示圃は，40アールあり，農協がグループ員の所
有している耕地を借りる形をとり，それを全員で耕し，土壌・殺菌・肥培管理の研究を行っている。
また，作見会（現地検討会）を開いて，この土地に何がいいかを検討している。
　このほかに，水稲の研究も行っている。水稲は，チヨニシキという品種に統一し，植え付けから刈
り取りまでの機械化に取り組んでいる。
　事業収入は，10アールあたり約3万円で，県などから委託を受けている。別にじゃがいもを作って
いる。町からも補助が5万円でている。それは，使わないで先進地視察に当てることもある。たとえ
ば，1989年には沖縄本島へでかけ，ライスセンターを見学した。そのほか内地や台湾にも出かけたこ
とがある。
3　伝統文化の維持保存のグループ
　このような産業面の振興とともに，与那国町における地域振興のための集団活動として伝統的織物
である与那国花織りを保存しようとする活動と民俗芸能のグループ活動その他を取り上げてみよう，
　①　与那国伝統織物協同組合
　与那国には古くから与那国織物と称される織物があった。またクバ（ビロージュ）で作った手工芸
品もあった、各家庭で機（ハタ）を備え，婦人達が木綿や芭蕉布をも織った。古来特に珍重されたの
は「与那国花織り」と称される絹の織物であった。その糸は島外から入れるが，染料は島内の植物か
ら作って，自家で染めた。このような機業が過疎の影響で次第に消えていった。そこで昭和53年に各
家庭で織られていた機を一箇所に集め，「与那国伝統織物協同組合」と称する協同組合を作り，技術
の伝承を図ろうとした。59年現在，織り子は15人，このほかに6カ月の訓練機関を経て一人前に仕立
てていく「養成」が5名いる。そして約60名の人を今までに養成したという。製品はいったん組合に
納めてから換金される。一時期値上がりしていた時期には億単位の生産をあげたといわれるが，最近
では少し減ってきている。昭和62年に伝産工芸品に指定された。このグループは協同組合の形をとっ
ているが，古くからの織物の技術を伝承し収入の途を少しでも開こうとする，伝統技術に立脚した産
業振興のためのグループの一つといえよう。
　②　与那国民俗芸能伝承保存会
　もう一つは「与那国民俗芸能伝承保存会」というグループである。与那国には棒踊り，組踊り，狂
言という，唄に合わせて踊りを踊り，演技をする民俗芸能があった。このような民俗芸能も人口流出
による過疎の影響を受けて，次第に上演されなくなり，人々からまったく忘れられようとする危機的
状況すら迎えた。
　そこで公民館長を会長とし，棒踊り，舞踊，三味線の三部門を持つ民俗芸能伝承保存会が組織され
て，古来の民俗芸能の保存が図られた。この会は，現地の略称は，古い道を意味する「ダハドウ会」
ともいわれる。三味線，唄などの古典を勉強する会で，責任者は比川の人であるが，租納の人も多く
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入っている。20　・一　30名の会員で，男性が多い。もともと三味線を普及しようとして，島唄を収集し，
民謡を三弦楽に乗せて，与那国民謡公公四（くんくんし）という本を作ったのが昭和52年であった。
これを普及するため，さらに古くから伝わる民俗芸能を組み入れ，棒踊りと狂言をのぞいて収録し，
民俗芸能の保存と伝承と普及につとめている。現在，正会員が30名，塾のような形で教えている。但
し若い人は島外へ流出する人が多く，永続しないので，中学生を集めて，教えようという計画であ
る。
　民俗芸能保存会は，5の公民館の中に芸能を保持している。公民館は部落の公民館であると同時
に，自治組織でもある。そして与那国島祭，部落ホーネン祭，セツ祭のような島の行事の際に狂言を
主として演ずる。国の重要無形文化財になっている。
　これらのような古来の織物や民謡の保存と伝承グループ活動は，直接的には地域振興に役立ってい
るとはいえないかもしれないが，このような古い文化を保存することは与那国の郷土性を残すことで
あり，現住する島民のみでなく，他へ移住した人々にとっても自らの故郷の存在確認の重要な方法で
あると考えられる。そして，現在，与那国においては空港が改良され，海港の整備が進行している。
これらの施設が整備されると，人や物の交通量は現在の数倍の能力をもつにいたる。これによって島
外からの観光客も増加が予想される。そのとき，これらの伝統的な技術や芸能が有力な観光の資源と
なり，その面からも過疎を救う一つの手段となりうるであろう。
　③　その他の会
　その他のグループとしては，「与那国町民芸品組合」，「与那国島郷土民芸品協同組合」，「ボンゴジ
マケットバス会」がある。
　「与那国町民芸品組合」は竹やビローを使って民具を作るグループであり，35名の会員をもってい
る。婦人の家内労働によるが，男の人もいる。年間1，000万円の売上があり，最近伸びている。
　「与那国島郷土民芸品協同組合」は，陶器を作る人が「与那国町民芸品組合」から独立した。本土
から移住してきてた夫婦の2人が島外から土を持ってきて1つの窯で焼く。伸びる可能性は観光客次
第であろう。
　「ボンゴジマケットバス会」は，酒を呑む会である。与那国にはよい水があるので酒ができ，与那
国花酒と称する60度の焼酎ができる。酒造元は3カ所で，島内消費は，生産量の1／10であり，ほと
んど30度の焼酎である。43度，60度はほとんど島外へ売られる。
　この会は，酒造元が主になって組織されているが，ただ酒を呑んで談笑するばかりでなく，塵箱を
設置したり，スポーツや清掃をやるボランチアの会であり，あくまでも任意団体である。
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第3章　過疎地における地域振興のための集団活動の傾向
　（1）地域振興のための集団活動の実態
　現在の過疎対策は，応急措置から転じて過疎という体質そのものを改善しようとする根本的な原因
療法へ次第に転化しつつあるといえよう。そのためにもっとも重要なことは，まず，過疎から脱却を
可能にする地域資源の有効利用をはかり地域産業を振興して，住民の収入を確保することである。つ
ぎに，人口減少によって疑心II音鬼を生みだし，ばらばらに孤立した住民達の新たな社会結合をはかり
社会的連帯性を回復することである。さらに，古い村落の貧困な生活水準にもとつく封鎖的な生活体
系から，新しい地域社会のより豊かな開放的な生活体系を創出することであろう。
　以上の視点に立脚して，上述のように，地域振興のための集団活動と過疎対策についての実態を目
本各地の地域振興について調査した。その概要は次の通りである。
　第一に，富山県山田村におけるスキー揚開発についての調査からみると，富山県山田村は富山県の
南西部に位置するが，この村の過疎対策の主流は，昭和46年に開業した「村営牛岳スee・一場」で，外
部資本をほとんど入れずに，村の役場が中心になり，村の住民によって計画され，建設され，また運
営もされている。過疎対策は村の役場が中心になるべきであるという例である。
　第二に，宮崎県綾町における「自治公民館活動」を中心にした「有機農業運動」や「酒泉の杜」な
どの民間の集団活動をみた。宮崎県綾町は，県のほぼ中央部，大淀川水系の綾南川・綾北川の合流点
に位置している。この町の過疎対策として，第一に，役場が主となって建設した「綾の照葉大吊橋」，
自然休養村公園内の「綾川荘」「サイクリングターミナル」という2か所の宿泊施設がある。第二に，
民間による施設開発として酒造メーカーの経営する「あたらしき村綾酒泉の杜」があり，そして，町
中心部に35の各種「手づくり工房」が点在し，加えて，役場の隣に「綾手づくりほんものセンター」
があり，また工芸職人集団「ひむか邑」がある。第三に，各集落に設立・運営されている「自治公民
館」活動と，「自然生態系を生かす町づくり」という町の基本理念から生まれた「綾町有機農業開発
センター」を中心にした「有機農業（自然生態系農業）」の普及・推進の集団活動がある。
　第三に，愛知県足助町における観光開発と「市民活動」をみた。足助町は，県の中央やや東北より，
濃尾平野の名古屋大都市地域と三河山間地域の接点に位置している。町内の紅葉の名所「香嵐渓」の
近くにある「三州足助屋敷」は，伝統技術の継承と町民・観光客の体験を同時に実現するよう配慮さ
れた活きた博物館であり，また，「町並みを保存する会」「香嵐渓を愛する会」「木匠会」などの活動
も特筆される。また，民間の有志によるグループ活動がやがて営利を目指す民間企業に発展する「神
越渓谷観光センター」をもみた。
　第四に，北海道音威子府村における営農組織と趣味の会を検討した。かつて鉄道の分岐点として栄
えた北海道音威子府村においては，「畑作振興協議会」，「牛乳検定組合」，木工品の「工芸社」，ゴブ
ラン織りの「やちぶき会」などの集団活動がみられた。
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　最後に，沖縄与那国町における地域農業組織と伝統文化伝承の会を考察した。日本の最西端で台湾
の間近にある与那国島においては，一方では，「農業研究グループ」が地域農業の活性化に寄与して
いると同時に，伝統的な織物である花織りを保存しようとする・「与那国織物協同組合」，そして棒踊
り・組踊り・狂言などの民俗芸能を伝承しようとする「与那国民俗伝承保存会」のような地域伝統文
化の保全伝承の活動が活発であるが，飛行揚が整備されると多くの観光客が入島してくる点からこれ
らも観光を初めとする地域振興に関係してくるものとみられる。
　②　過疎地における集団活動の傾向
　古い型の農村では封鎖された村落共同体の内部の生活連関が密接であり，人々は有無相通じ，相互
に扶助しあい，防衡して共同生活を送っていた。また，直系家族制をとる日本農村では必然的に本家
分家の関係からなる日本独特の同族団という家連合を生み出してきた。その他「組」や「隣」，「親類」
という家連合も重要な機能を果たしてきた。
　しかし過疎地においてはこのような集団関係が破壊されてきた。そこでは人間関係が崩壊し，個々
人が分散し，孤立し，社会的連帯性が喪失していった。このように，ばらばらになった住民を結び付
け，連帯性を回復することは過疎からの脱却の第一歩であろう。過疎を克服するために地域社会の集
団組織の果たす機能ははなはだ重要であり，そのもつ意味は非常に大きい。一般的にいって地域社会
における諸活動は孤立した個人によって行われることはきわめて少なく，地域生活の種々な相は社会
的集団組織に基づいた集団活動の形をとるのが普通である。地域社会生活のすべての局面に応じて集
団が形成され，機能していくと考えられるのである。もちろんある局面に単一の集団が対応するとい
うのでなく，種々な集団が剛寺に絡み合いながら複数の局面に対応していることはいうまでもない。
　このような視点から過疎地域の集団活動の傾向ないし方向性を次のようにまとめることができる。
　第一に，まず，各個人の好みに応じ，関心を同じするものがグループを結成し，活動することが必
要であろう。人口が大量に流出して過疎に陥った地域では，住民が分散し，孤立して，社会的連帯性
を失っているところが多い。この状態から回復していくためには，スポーツ，レクレーション，娯楽
のようなグループでも「仲間づくり」という点で大きな意味を持っている。
　第二に，任意性，自発性を持ったボランティア活動を伸していく方向が重要である。現代の民主主
義の時代では加入脱退の自由と任意性をもった，メンバーの自発性を認め，尊重するグループ活動が
重要であろう。清掃，老人の世話，困窮者への援助などのボランティア活動は地域振興のエネルギー
を引き出して地域を活性化する原動力になるといえよう。
　第三に，異質者結合の原理が過疎地域の集団形成の方向として取り上げられなければならない。古
い集団形成の原理は等質者が類似しているゆえに結合するという機械的連帯の原理であったが，現代
の異質者の並存する混住社会においては分業による有機的連帯の原理が適用されざるをえない。過疎
地帯でも兼業が発達して異質者は増加している。このような異質者を結合させる原理は分業的統一性
をもった集団形成の原理が必要であろう。
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　第四に，地域の活力を回復する集団活動は，目的意識的に育成し，援助していく必要がある。まず，
商業開発と結びついた集団活動は，その地域の地源を有効に活用し，就業のチャンスを少しでも増加
する必要があるが，この種の集団活動は，単なるグループ活動の域を脱して法人組織ないし会社組織
へ移行する傾向をもっている。また，地域の伝統的文化の再生の活動も，地域の伝統文化が故郷文化
の性格を持ち，村落を離れて流出した人々をも回帰させる力をもっている。ただし，文化的集団活動
は直接の営利に結びつかない故一般には軽視される傾向がある。また，過疎地でよく行われる各種の
イベントはこれに近い性格をもっているが，それが文化となるためにはかなりの時間を必要とする。
また，若い人のグループは，若者が地域おこしのエネルギー源であることから，どうしても必要であ
るが，若者は気まぐれで，容易に孤立し，悩みをもつ特徴をもっていることから，気長に育成する必
要があろう。このような集団組織化の役割の中心に位置するのは町村の役場である。それを支えるの
が教育委員会であり，農協である。地域づくりの基盤には，このような行政機関や団体のカが大きい
し，それらに所属するテクノクラートの役割は重要である。
注：
（1｝頼　平「地域農業の再編と組織化の要件」坂本慶一編『農村地域の再編と管理』明文書房，1981年
｛2｝安達生恒『村の再生』日本経済評論社，1979年
｛3｝国土庁地方振興局過疎対策室r過疎対策の現況』昭和65年
（4｝国土庁地方振興局過疎対策室『過疎対策の現況』昭和61年
㈲　過疎地域問題調査会r過疎地域における各種グループ活動と地域振興に関する調査研究』昭和60年
（6）永田慶十郎「過疎のミむら、の明暗一島根県旭村の調査結果から」村落社会研究会編r村落社会研究』
　1987年
（7）中国農業試験場農業経営部r山村集落における過疎化機構の分析』中国農試　資料第86輯昭和60年
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（長谷川　昭彦）
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